




石 井 伸 一
は じ めに
EU(欧州連合)は2004年6月18日,中 ・東欧諸国 など新規 に10ヵ国が加盟 した25ヵ国体 制
の初の首脳会議で,欧 州憲法条約 を採択 した。2001年12月のEUの ラーケ ン首脳 会議 が立 ち上
げた,「ヨーロ ッパ の将来 に関す る協議会(コ ンベンション)」が1年4ヵ 月かけて協議s検 討 を重
ね,03年6月 にまとめた欧州憲法条約草案が土台 となっている。
欧州憲法草案は03年12月,ロ ーマの政府 間会議(首脳会議)で討 議 したが,閣 僚理事会 での
多数決の際の意思決定方式 をめ ぐってスペ イン,ポ ーラン ドがニース条約で仏独英伊 に近い持ち
票 を配分 された方式 に固執 し,政 府 間会議 は決裂 し,こ の段階では合意に至 らなかった。スペイ
ン,ポ ーラン ド両 国は決定 に影響力 を行使 したい とい う立場 に立っていたが,当 時のスペイ ンの
首相 は国民党を率いるアスナール首相で米英のスペ イン攻撃には卒先 して支持を表明 していた。
欧州 憲法 を制 定 しようとい う動機 につ いて は以下 の点が挙 げ られ る。(1)04年5月1日,
中 ・東欧,バ ル ト,地 中海諸 国の10ヵ国のEU加 盟(1)を控 えて,統 治 の在 り方 などを見直す機
構改革が必要 となった。民主主義 に則 り,透 明で,効 率的で また敏速 な意思決定方式が25力国
とい うEU拡 大圏には必須の情勢 となった。(2)これに関連 して,統 合の深化,拡 大 に伴 い,拡
散 し,複 雑化 したEU法 令の簡素化が求め られた。欧州統合 は1952年の欧州石炭鉄鋼共同体条
約の調印か ら半世紀 を経て,4つ の基本条約 を制定,ま た改定 と進 んで きたが,こ の中か ら1つ
の基本法に集大成す る必要か らEU憲 法制定の必要性が視野 に入 って来た。
(3)また,1992年6月のデ ンマークの国民投票がマース トリヒ ト条約(EU設立条約)の批准 を
否決,01年6月 の アイルラ ンドの国民投票がニース条約 を否決 したこ とが物語 る ように,官 僚
指導型の統合 の進め方 に,市 民が批判,あ るいは無関心 となる とい う市民不在の懸念が浮上 して
きた。民主主義の赤字で表現 される市民不在 の課題か ら,市 民参加 のEUの 構築が求め られた。
(4)また,01年9月 の米 同時多発 テロに象徴 されるが,今 日の世界 では,国 家間の戦争が遠 の
いた反面,民 族 ・宗教紛争,テ ロリズ ム,難 民 の大量流入 などが現代 の脅威 に登 場 し,共 通外
交 ・安全保障 ・防衛政 策が重要課題 となった。04年3月,マ ドリー ドで連続列車爆破 テロ事件
が発生 したが,こ のテ ロ事件は ヨーロ ッパ にとって一層身近かな事件で,イ ラク戦争 をめ ぐって
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安全保障の問題で深 く分裂 したEUを 再結束 させ,テ ロに共闘す るという連帯の修復へ と発展 し
た。
ところで,03年12月のローマの政府 間会議が憲法草案をめ ぐって決裂 したのは,国 家主権が
深 く関わる閣僚理事会での意思決定方式 であ った。草案は,「加盟 国の過半数 の賛成 と人 口全体
の60%以 上 の賛成」 を可決 の基準 と した。 これ に対 して,2000年のニ ース首脳 会 議 で合 意
し,03年2月に発効 したニース条約では,閣 僚理事会の意思決定の持 ち票 で独仏 英伊 の29票に
近い27票がスペ イン,ポ ーラン ドに配分 され,両 国はこれ を挺子 に最後 まで譲 らなかった。
しか し,マ ドリー ドの列車 テロ事件発生の3日 後の3月14日 に行 われた総選挙 で野党の社会
労働 党が勝利 し,誕 生 したサパ テーロ政権 は,前 のアス ナール政権 とは大 き く異 なる路線 に立
ち,イ ラクか ら撤兵 し,欧 州の協力関係 を複活 させ,ま た欧州憲法の制定支持の方針 を鮮 明に し
た。 これ と,テ ロと闘う連帯 とが相 まって,EU内 の政治の潮流 が変 わ り,憲法制定の行 き詰 ま
りを打開する機運が芽生えた。 こうして新情勢の下,議 長国のアイルラ ンドの アハー ン首相は,
憲法制定交渉を再開 し,精 力的な調整工作 を進めた結果,独 仏 の歩 み寄 りと重なって,最 大 の難
関であった意思決定方式 は,可 決の構成 を加盟国では過半数か ら55%へ,人 口比 では60%か ら
65%へ引 き上げることで,04年6月18日のブ リュッセルの首相会議で合意 した。否決す る場合
には,最 低4ヵ 国の小数派の構成が必要 との条件 を付 し,大 国3ヵ 国だけではブロックで きない
とい う大 国先導型の意思決定 にはな らないとい う妥協で結着 した(人 口比率がこれに当てはまる)。
この背景 には,政 治の潮流の変化 として,更 に,04年6月10日一13日にかけて25ヵ国体制
で行 われた初の欧州議会選挙で,投 票率が平均で45%台 と低 く,特 に新規加盟10ヵ国の平均投
票率が27%だ ったことが加盟 国首脳 を危機感 に駆 り立 て,憲 法 を成立 させ た もう一つの要 因に
挙 げ られよう。
欧州憲法の制定は曲折 を経て政府 間 レベルでは妥結 し,批 准の難題が残 っているが,こ の憲法
制定のベースは起草 に漕 ぎつけた草案であることか ら,本 稿で はこの憲法草案に焦点を合わせ,
それ を取 り巻 く環境 の激変 の狭 間か ら考察 してみた。25ヵ国加盟 のEU拡 大 圏の誕生,イ ラク
戦争 に揺 さぶ られなが ら進展す る共通外交 ・安全保 障 ・防衛の政策,長 引 く景気の低迷 と痛み を
伴 う社会福祉 改革 に直面 した経済の課題 に触れなが ら欧州統合 の一局面 を考えてみた。
1欧 州憲法条約草案とその特徴
1-1憲 法条約起草 と制定会議
コ ンベ ンシ ョ ン(諮 問会議)は フ ラ ンス の ジ ス カ ー ル ・デ ス タ ン元 大 統 領 を議 長 に,ジ ュ リ
アー ノ ・アマ ー ト副 議 長(イ タリア元首相),ジ ャ ン ・ル ク ・デハ ー ネ副 議 長(ベ ルギー元首相)の
下 に,加 盟 国 の政 府 と議 会,欧 州 委員 会,欧 州 議 会,新 規加 盟 国 の 代 表 を交 え総 討 議 を 開始 し
た 。2001年12月に ラ ーケ ンの首 脳 会 議 で立 ち上 が り,1年4ヵ 月 か け て,過 去 を集 大 成 し,現
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代 に相応 しい,ま た,将 来 を展望 した欧州統合 の基本的枠組み を定めた憲法制定条約草案 に漕 ぎ
つけ,広 範なコンセンサスが達成 された。
草案 は前文 と1部,2部,3部,4部 か ら構成 され,こ の うち,1部,2部 は03年6月20日,
ギ リシャのテ ッサロニキで開かれたEU首 脳会議(欧州理事会)に提 出 され,10ヵ国加盟 条約 に
調印 した首脳 か ら歓迎 を もって迎 え られた。3部,4部 を含 めた全体の条約草案 はジス カール ・
デスタン議長か ら翌7月18日,EU議 長国イタリァのベルルス コー二首相 に提出 された。
EUは03年12月12,13の両 日,ロ ーマで政府 間会議(重 要課題を討議する首脳会議)を 開 き,憲
法制定 を目指 して大詰めの討議 を行 った。政府 間会議 は閣僚 レベ ルで同年10月か ら討議を開始
していたが,首 脳 会議 に至 るまで の各 国の立場,主 な争 点 は以下 の通 りであ った と伝 え られ
る(2)。先ず主 な争点は,
(1)大統領(欧 州理事会議長)。現状 で は,議 長職 は6ヵ 月毎 の輪番 制 にな って いるが,草 案 で
は,欧 州理事会(首脳会議)で特定多数決によって選出されJ任 期 は2年 半,1回 再選が可能 と
なってい る。仏独英の3ヵ 国が提案,小 国 と欧州委員会 に異論。
(2)外相職。現状 では閣僚理事会所属の共通外交 ・安全保障担 当上級代表 と欧州委員会の対外関
係担当委員が2人 で役割を担 っている。草案の外相職は,共 通外交 ・安全保障政策を担当,欧
州委員会副委員長 を兼務。 イギ リスが留保。
(3)票の加重配分。ニース条約に よると,意 思決定機関である閣僚理事会での多数決制 はs人 口
比率 の高い独仏英伊4力 国の29票に対 して,ス ペ イ ンとポーラ ン ドに27票が配分 されてい
る。草案では,「加盟国の過半数が賛成 し,賛 成 した国の人口が全人口の60%を上回れば可決
される」。スペ イン,ポ ーラン ドが草案の多数決制 にあ くまで も反対。
(4)欧州委員会の構成。現状 では,仏 独英伊 とスペ イ ンの5ヵ 国が2名,10ヵ 国が1名 の構成
となっているが,草 案では2009年か ら投票権 を持つ委員の数を15名に減 らし,委 員長,副 委
員長 を除 く13名を輪番制 とす る。投票権の ない委員 も任名で きる。小 国の多 くと欧州委員会
が反対。
(5)特定多数決制。現状では全会一致が多 くの領域で適用 されているが,草 案では,予 算,社 会
的保護,外 交を除いて,特 に司法,内 務関係 の領域 に特定多数決制を適用す る。 イギ リスは適
用の追加 的拡大 に反対。
(6)共通防衛。現状では,ニ ース条約で防衛 を除いて幾つかの分野で緊密化協力が可能 となって
い る。草案で は,よ り高度な軍事能力の基準 を満 た してい る国は,EUの 域内で構造 化 された
協力(unecooperationstructuree)を設定す ることが認め られる。安全保障の強化 を望む一部の
国々が先行 して協力する仕組 み。
(7)キリス ト教への言及。現状 では,EU基 本権憲章 は,「精神的,道 義 的遺 産 を自覚 して」 と
なっているが,草 案 は,前 文で,「欧州 の文化的,宗 教 的,人 間中心主義の遺 産」 に言及 して
いる。何 ヵ国かが ヨ0ロ ッパのキリス ト教に明確 に言及を要求。
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こうした情勢の中で大詰めの討議 を迎えた政府 間会議 は,直接 的には国家主権の重みが加わ る
意思決定方式 をめ ぐって,会 議 は決裂 した。2000年2月の首脳会議で合意 し,03年2月に発効
したニース条約 はルーマニア,ブ ルガ リアを含 めた27ヵ国のEU加 盟 を前提 とした合意であっ
た。 しか し,07年に も加盟 が見込 まれるブルガ リア,ル ーマニアを含め,EUの 加 盟国が30ヵ
国を上回る拡大 圏になることを想定する と,特 定加重多数決方式 は多数派工作 などで意思決定の
プロセスが複雑化 し,円 滑 な意思決定が阻害 される懸念 もあるわけで,仏 独の機軸国 を中心 に加
盟 国1票 と人口は5分 の3と い う単純二重多数決方式が有効 に機能す ると判断 した とみ られる。
スペイ ン,ポ ー ラン ドの主張は国家主権に配慮 したナ シ ョナルな領域 を強調 した ものであ る
が,加 盟国が30ヵ国以上を想定 した統治の在 り方 を考 えた場合,ナ シ ョナル な主権 の重み に配
慮 しなが らも,政 治の求心力を どう確立す るかが一層求め られているのであ る。国民 国家 の威信
と超 国家機能の調和,こ れが拡大EU圏 の統治の枠組みであることは確かであろう。
この点について,コ ンベ ンシ ョンの ジス カール ・デス タン議長,デ ハ ーネ,ア マー ト両副議長
は,フ ランス紙 「ル ・モ ン ド」へ の寄稿文の中で次の様 に説明 した(3)。「25ヵ国の ヨー ロッパ で
は,最 も人 口の多い6力 国(独仏英伊,スペイン,ポーランドの6力国一筆者の注)は 人 口では全体の
74%を占めるが,配 分 された票数では全体 の53%しか行使で きない。従 って大国へは市民 の過
半数 という観点か ら,中 小 国へ は反対す る決定は加盟国の過半数 には強制 されない とい う事実 に
よって,大 国 と中小国双方 に公正 に保証 される方式 を模索 した。それが二重多数決制 であ り,欧
州委員会が勧告 し,欧 州議会が承認 した」。
しか し,03年12月の政府間会議では,欧 州憲法制定条約 をめ ぐる討議は不調 に終 った。 これ
まで通貨統合,共 通外 交 ・安全保 障政策な ど重要政策を取 り決めたマース トリヒ ト条約(EU設
立条約),一部改定 したアムステルダム条約,中 ・東 欧諸 国の加 盟 を睨 んだ機構 改革 のニース条
約の度毎 に政府 間会議 で合意 して きた ことか らする と異例 な事態 と言えな くもない。 イラク戦争
をめ ぐるEU内 部の対立の余波,EUを 主導 して きた仏独機軸の影響力 に陰 りとか中 ・東 欧な ど
10ヵ国の新規加盟に伴 う多様性の問題 を指摘する声 も出始めた。
確かに,憲 法制定の最重要項 目の一つ,閣 僚理事会の意思決定方式 をめ ぐって草案に反対 した
スペイ ン,ポ ーラン ドは米英のイラク攻撃の有力 な支持国ではあった。 とはいえ両国が草案 に反
対 したのは独仏機軸 に鉾先 きを向けたとい うよりは大国に囲まれた狭 間か ら中規模 国の影響力 を
行使 したい という視点 か らと受け止 め られる。その後,04年3月 のマ ドリー ドで発生 した連続
列車爆破 テロ事件後に行われた総選挙で,野 党の社会労働党が第一党に躍進 し,米 英のイラク攻
撃 を率先 して支持 したアスナール首相の国民党 に代 わる政権交代が起 きた。 またポーラン ドの与
党,民 主左翼連合 を率いる ミレル首相 は04年3月,党 の分裂状態 の責任 をとって,5月1日 の
ポーラン ドのEU加 盟実現後に辞任す る意向を表明するなどEU内 部の政治の潮流 に変革の兆 し
が出た。
この政治力学の逆転現象 によって,憲 法制定の行 き詰 ま りを打 開す る道が開け,EUは 改めて
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仏独 を主軸 に体制の建 て直 しの機運が芽生 えた。 これに追い風 となったの に,イ ギ リスのブレア
首相の独仏両国への歩み寄 りもある。イラク攻撃で世論 をは じめ与党労働党内部か らも厳 しい批
判 を受 けたブレア首相 は,内 政での政治的進退が問われ出 したのに加 えて,EU25ヵ国拡大 圏の
時代 を迎 えてイギ リスの体制建直 しが課題 となっている。
英仏独3首 脳は03年11月,ブ レア首相 のイニシアテ ィブで,EU共 通安全保障 ・防衛政策 と
して文民 ・軍事 にまたがるEU独 自の司令単位 となる防衛機能 を立 ち上 げることで合意 したの に
続 いて,04年3月 のEU首 脳会議iを前 に2月18日,ベ ル リンで開いた三 国首脳会談 で雇用の創
出,産 業の競争力 の強化 な どヨー ロッパ経済の活性化 で合意 し,三 大国の協調 を演出 した・EU
拡大圏の中で英仏独 三国の新体制が どう機能す るか新 しい焦点 とな りそ うだ。
ところで,拡 大 に反対する欧州 の反対論者は,拡 大 は統合 を弱め,意 思決定機構 を麻痺 させ る
危険性があると主張 している。新規加盟国が民主主義の経験 に比較的乏 しく,か な り異 った政治
文化 と,発 展段 階の異 なる経済 をEUに 持 ち込 む こ とに なる とい うこ とにあ る(4)。しか し,
ジ ョージタウン大学のチ ャー ルズ ・カプチ ャン教授 は,「懸念 はすべて正 当なものである。 しか
し,拡 大が内部改革 をEUに 迫 る重要 な触媒 となるか もしれない。拡大の準備 によって,EUの
指導者 は,機 構の深化 という政治的に難 しい仕事 にとりかかる国内的挺子 を得 ることになった」
と述べ ている。困難 は逆 にEUに とって救 いとなるのではないか と教授 は考察 している。
多様性,相 違の増大が欧州統合の更 なる進展の妨げになるとい う懸念 については,拡 大 を調整
する必要があるのは欧州統合計画 自体 にあ り,そ れはあ らゆる多様性 を容認することを意味す る
ものではな く,欧 州が もっ と創造的で実務 的,ま たゆるやかなや り方で多様性への対応 を学ぶ必
要があ る(5)という見方 もある。多様性が欧州統合 の妨げになるどころか,時 間をかけて文化 を超
えた社会統合に向うことがで きれば,ヨ ーロッパ市民の共同体 の構築 は一層確実なものになって
くるのではなかろうか。
1-2欧 州 憲 法条 約草 案(6)
条約草案が可決採択 され成文になる段階では一一部修正 され,草 案 と異っているが,草 案の一部
(Partl)は,EU(欧州連合,以下連合とする)の定義,目 的,基 本的権利,機 能,機 構 な どいわば
総則 にあた る部分,2部(Partll)は連合 基本権憲章,3部(Part皿)は連合 の政策 と機 能 につい
て,4部(PartIV)は総合 的な最終条項 として付属議定書について規定 している。筆者 はEUの 研
究 という観点か ら,成 文になる前 の草案 は政治的妥協 をそれ程強い られないオ リジナ リティを多
分 に包摂す るという観点か ら{府鰍 してお くことは有意義 と考 え,取 り上げた。
1部,第1条 「欧州連合 設立」で,「共通の将 来を築 くとい う欧州の市 民 と国家の意志 を反映
して憲法は欧州連合(EU)を設立する」 と謳い,第1条2項 で 「連合 は連合の価値 を尊重 し,と
もにこの価値 の発 展 を誓 うすべ て の欧州 の国家 に 開放 され る」 と し,市 民(citizens)と国家
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(states)を同列 に置 きr市 民 と国家で構成 され るEUに 力点 を置 いてい る。第2条 で,「連合 は,
人間の尊厳 の尊重,自 由,民 主主義,平 等,法 の支配,人 権 の尊重 とい う価値 に基づ いて創設 さ
れた」 と規定 した。2000年12月のニース首脳会議 で政治宣言 として採決 されたEU基 本権憲章
を盛 り込み,欧 州市民主義の考 え方 を発展 させ ている。
これに続いて第7条 で,「連合 は,入 権 と基本的 自由の擁i護に関す る欧州条約へ の加入 を求め
る。この ような加入は連合 の権能に影響 を与えることはない」 と規定 している。 この欧州条約 と
は一般 的に1950年4月,ローマで欧州評議会が採択 した欧州人権条約 の ことを指 し,EU憲法
草案では,こ の人権条約の精神 を共同体 の法体系 に編入す る方針 を明確 にした。人権 に関する画
期 的発展 に思 う。
人権,人 間の基本的権利 については,1970年代,EC共 同体 の中では扱 いが狭隆である という
懸念が示 され,80年代 にECの 政治 的変革 と共に高 ま り,単 一欧州議定書 の前文 で,欧 州人権
条約で認め られている基本的権利 について宣言 した。次いで93年11月発効のマース トリヒ ト条
約(EU設立条約)で は第7条 で,欧 州人権条約が保障 し,加 盟国の憲法 か ら生 じる基本的権利 を
共同体法の一般原則 として尊重す るとしていた。 アムス テル ダム条約で は第6条 で,「欧州連合
は,加 盟国に共通の原則である,自 由,民 主主義,人 権の尊重,基 本的 自由の原則 に基づいて設
立 された」 と基本条項 で扱 っている。そ して,人 間の尊厳 の尊重,法 の支配を含 めてEU基 本権
憲章が政治宣言 として,ニ ース首脳会議 で採択 されていた。草案 はこれを集大成 した。
マース トリヒ ト条約で規定 されている欧州市民権 は第8条 に盛 られ,人 の域内移動,居 住の 自
由,居 住先 での欧州議会,地 方 自治体選挙 に立候補 し,投 票す る地方参政権 を規定 している。
EU基本権憲章 に次いで,参 加民主主義の原則 を設定 した点 も新 らしい。第46条2項 は,「連合
は代 表的団体,市 民社 会 と公 開で,透 明な また定期 的 な対話 を継続 して行 う」 と規 定 し,3項
で,「相当多数の加盟国か らの100万人 を下 らない市民 は,憲 法 を施行 する上で法的措置が必要
と考 える件 で,欧 州委員会 に適正 な提案 をする よう求 め ることがで きる」 としている。市民 の
EUという視座か ら,市 民 に直接参加の道 を開いた。
市民の コンセプ トは,法,権 利,正 義 とい う制度か ら人間の行動規範 を設定 しようとい うロー
マの伝統 とギ リシャ都市国家の倫理思想 を模範 とする2つ が融合 し,発 展 した とされるが,市 民
のEUは 地域共 同体 の中での現代市民共同体 の1つ のモデル を提示 している。
1-3欧 州連合の新 しい機構
「大統領」,「外相職」の創設が注 目され る。第21条で,欧 州理事会 は,任 期2年 半,1回 再選
可能な議長を特定多数決で選出する と規定 している。これまで議長 は加盟 国が半年毎に交代す る
輪番制になっていた。大統領(欧州理事会議長)の 職務 は(1)欧州理事会 を主宰 し,理 事会 が政
治の指針 と優先事項 を明確にす るように努 める,(2)共通外交 ・安全保障政策に関す る問題で連
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合の対外的代表 となる,な どとなっている。任期2年 半,再 選1回 可 という常設の大統領 の創 設
は,加 盟25ヵ国 とい う拡大 圏を視野 に入れ ると,議 長職 の専任化 によって多様 な意見 の取 りま
とめが し易 くな り,ま たこれ まで以上 に対外的 にEUの1つ の声 としての発信 もし易 くなる とみ
られ る。主権 を持つ 国民国家の代表 とい う形で,国 民国家連合 を代表する統治のシステム と言 え
るであろうか。
「外相」 については,第27条 で,外 相は,欧 州委員会委員長の同意の下 に,欧 州理事会が特定
多数決 によって任名す る。3部 タイ トルV第2章,「 共通外交,安 全保 障政策」第197条で,外
相 はEUの 共通外交 ・安全保 障政策を立案 し,欧 州理事会 と閣僚理事会による決定 を実施 に移す
とある。 また同条2項 で,対 外的 にEUを 代表 して政治対話 を行い,国 際機構 や国際会議でEU
の立場 を表明す る役割 を担 うと規定する重要ポス トである。外相 はまた欧州委員会では副委員長
として対外関係 を担 当することにな り,現在 の共通外交 ・安全保障担 当上級代表 と欧州委員会外
交担当委員の職務は外相に1本 化 される。
「欧州委員会」。閣僚理事会が加盟国の主権 を行使す る場であるとすれば,立 法機関で行政 ・執
行機 関の欧州委員会 は加盟国か ら独立 した超 国家機関で連邦制度の特徴 を表 わ してい る。第25
条で,欧 州委員会 は,委 員長,外 相兼副委員長,加 盟国間の対等の輪番制に基づいて選出された
13人の委員か ら構成する としてい る。委員長 は,投 票権 の無い委員 を任名す るとしてい る。欧
州委員会は欧州議会に対 して責任 を負 い,欧 州議会 は,3分 の2の 多数の投 票で不信任動 議を通
過 させ ることができる と第243条に規定 された。
「欧州委員会委員長」は,欧 州理事 会が特定多数決で もって候補者名 を欧州議会に提示 し,欧
州議会が多数決でもって選出す る。候補者が必要な支持 を得 られなかった場合,欧 州理事会が同
じ手続 を踏 んで新 たな候補者 を提案す る。欧州議会議員がEU加 盟国の直接選挙 で選 出されてい
ることか ら,欧 州委員会委員長が欧州議会 によって選 出され,ま た,議 会 に責任 を負 ってい るこ
とは,議 会制民主主義を代表す る正統性 の特徴 を備 えてい ると言える。 また,欧 州委員会が独 立
した存在で,委 員が出身国か ら影響 を受 けることな く任務 を遂行す る観点か らすれば超国家的な
連邦制 を具現 している機関 と見 ることがで きる。
15ヵ国の欧州委員会の構成 は,独 仏英伊,ス ペ イ ンが2名,他1名 の20人の委員か ら成 って
いるが,04年5月1日 に10ヵ国が新規 に加 盟 した後 は暫定的に04年10月31日迄 は30人体 制
となる。04年11月1日か ら09年10月31日迄 は,ニ ース条約 に基 づいて1国1名 の25人体 制
となる予定(7)。それ以後 は,EU憲 法 に則 った体制 となるが,投 票権 の無 い委員 に任名 され るの
ではないか と懸念す る小 国の一部が草案に反発 した。
「閣僚理事会」。第22条に,閣 僚理事会は,欧 州議会 と共 同で法案 を成立 させ,政 策立案,調
整機能を行 うとある。第23条で,立 法化す る機能の際 には,各 加盟 国の代表 団には,専 門知識
を持つ1人 か2人 の閣僚級の代表が加 わることになる。外相理事会 は,外 相が議長 とな り,欧 州
理事会が策定 した戦略的指針 を基準にEUの 具体的 な対外政策 を決定する。
98商 経 論 叢 第40巻第1号(2004.9)
ところで,欧 州理事会,ま た閣僚理事会が多数決 で決定す る場合,(i)加盟国の過半数の支
持 と(ii)EU全体の人口の5分 の3(60%)の賛成を必要 とす る。 この条項 が効力 を発生す るの
は,欧 州議会選挙 が行われた後,2009年11月1日以降 となる。国家 と人 ロを2本 の柱 に据 えた
単純二重多数決制 といえるこの意思決定方式 は,03年12月の大詰め を迎 えた憲法制定会議 を決
裂 させた最大の難問であった(最 終合意では,前 述の通 り,加盟 国の55%以 上の支持 と全人 ロ
の65%以 上の賛成 となった)。閣僚 理事 会 の意思 決定 方式 は04年5月1日 迄 と,04年5月1
日一〇4年10月31日迄 の暫定期 間を経 て04年11月1日 か らニース条約 に基 づいた意思決定方
式 に従 う(8)。
1-4共 通外交 ・安全保障 ・防衛政策
共通安全保障 ・防衛政策実施 の特別条項 の第40条は,「共通安 全保障 ・防衛政 策は,共 通外
交 ・安全保 障政策の不可欠の部分である」 と規定 した上で,連 合 は,国 際連合憲章の原則 に従 っ
て平和維持,紛 争防止,国 際安全保障の強化 のため域外 で任務 に就 く際,文 民,軍 事双方 の ア
セ ッ ト(装備など)を利用 する とし,共 通安全保 障 ・防衛政策が連合 にこの アセ ッ トを利用 した
作戦能力 を提供す る ことを明言 して いる。92年6月,ボ ン近郊 のペ ー タースベ ル クで 開いた
WEU晒 欧同盟)の外相,国 防相会議 で,人 道 ・救援 の任務,平 和維持 の任務,危 機管理の任務
が決定 され,そ の後,WEUをEUへ 統合す る意向に言及 した99年5月 発効の アムステルダム条
約 にペー タースベルクの任務が共通外交 ・安全保 障政策 として盛 り込 まれ た。99年12月,EU
はヘルシンキの首脳会 議で,NATO全体の関与が ない場合,国 際危機 に対応で きる兵力5～6万
人規模 の緊急対応部隊 の創設 を決定 していた。憲法草案 では,加 盟国が提供す る軍民双方 のア
セ ッ トを利用 した作戦能力 に言及 し,防 衛政策の分野に踏 み込んだ。第40条2項 で,共 通安全
保 障 ・防衛政策はEUの 共通防衛政策の漸進的な枠組みを含み,欧 州理事会が全会一致で決定す
れば,こ の枠組みは共通防衛 につながる と規定 している。ニース条約に沿っているが,同 条約 で
は全会一致 とはなっていなか った。
共通外交 ・安全保障 ・防衛政策については軍事能力 を強化す るための機関の創設,加 盟国が侵
略 された場合,軍 事力 を含 めて支援 する体制 を敷 く条項が注 目される。 この機 関 について,第
40条3項で加盟国の軍事能力 を改善す るため,「欧州軍備 ・研 究 ・軍事能力機 関」(Eur・peanAr-
maments,ResearchandMilitaryCapabilitiesAgency)を創設す るとしている。 この機関創設の 目的 とし
て,(1)作戦要件 を確認す る,(2)これ らの要件 を満たす手段 を高める,(3)防衛部門の産業 ・
技術基盤の強化 に必要な措置 を講 じる,(4)欧州の能力 ・軍備政策の策定に参加す るこ とを挙げ
ている。要は 自律 的な軍事能力 といっても,現 実にはアメリカに比べて多 くの分野で脆弱な現状
を改善 し,共 通防衛能力 を高めてい く政策が打ち出されているが,欧 州統合の枠組みの中で広域
の防衛庁構想 を初 めて打 ち出 した。
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冷戦終結後,湾 岸紛争,旧 ユーゴ紛争 を通 じて,EUは 欧州独 自の安全保 障 ・防衛 のアイデン
テ ィティの必要性 を認識するが,軍 備 の面でアメリカとの格差が大 きく,軍 事能力の向上が課題
となっていた。軍事力 については英仏 と他のEU加 盟国の間に差があ り,人 道救援,危 機管理の
任務 を果す には全体 として装備 の改善が課題 となってい る。 また,平 和維持活 動 に従事す る と
いっても,NATOが関与 しない場合,99年のベ ルリンでのEU・NATOの合意に基づいてEU・
NATO協力(ベ ルリン・プラス)の枠 組 みで対応 して きた。 しか し,01年9月 の米 同時多 発 テ
ー-,04年3月のマ ドリー ドの連続列車爆破 テロの発生で,欧 州独 自の安全 保障 ・防衛体制が緊
急の課題に浮上 した。能力については作戦,司 令な ど意思決定のメカニズム も大 きな課題 に挙 げ
られているが,と りあえずは軍事 能力の研究 ・開発,調 達 の分野で統一のメカニズムを立 ち上げ
ようとしている。
この考 え方 は,あ る加盟国が テロ攻撃を受けた場合,他 の加盟国があ らゆる手段 で支援す る決
定 につ ながってい く。第40条は7項 でEUの 枠組 の中に,相 互 防衛 を織 り込 んだ。欧州理事会
が全会一致で決定 を下す までは,相 互防衛=に関 してEUの 枠組み の中で よ り密接 な協 力(closer
cooperation)が設定 される。 この協力 に参加 してい るEU加 盟 国の1ヵ 国が領十 の軍事侵 略の犠
牲 となった場合,他 の協力参加国は国連憲章51条に従 って,軍 事力 を含 めあ らゆる手段で援助
を行 うとあ る。 この より密接 な協力 を実施す るには,参 加 国は北大西洋 条約機構(NATO)と緊
密 な協力の下に取 り組む としている。
この相互防衛の考えは,EU独 自の安全保障 ・防衛の枠組 に沿った もの と考 え られ るが,現 在
と将来 を展望する視野 に立 っているとも言 えまいか。04年5月1日 加盟 のマル タ,キ プ ロス は
NATO加盟国ではない。 また,07年にEU加 盟が見 込 まれ るブル ガ リァ,ル ーマニアはNATO
加 盟国であ るが,ク ロアチアな どEU加 盟 を 目指す他 のバ ルカ ン諸 国は現状 では非NATO加 盟
国である。冷戦終結後か ら今 日に至る情勢では国家 間の戦争は遠のいたとみるのが一般 的である
が,安 全保障 をめ ぐる環境 の激変を想定す ると未確定の要素 もある。アメリカは欧州の独 自の安
全保障 ・防衛力構想 に疑念を抱いている とされるが,内 実はアメリカは現状 では 自国の安全 に手
一杯 なのが実態ではなかろうか。
アメ リカが欧州の 自律的な防衛能力がアメリカの指揮の手を離れ るのではないか とい う懸念が
あるといって も,現 実には,ヨ ー ロッパ と周辺地域 の危機管理や紛争の予防にはヨーロッパに頼
らざるを得ない時代 に入 っていると考 えられ る。 アメ リカはコソボ紛争で気乗 り薄で,ブ ッシュ
政権は米軍の永久的なバ ルカン半島駐留にアンビバ レン トな感情 を明 らか にした。この懸念は,
本土 防衛 とテロ との戦いに新 たな焦点 を絞 るこ とか ら生 じる負担増 に よって強 くなるだけだっ
た(9)とされる。アメリカの懸念 は大西洋同盟の破綻 につながる事態 にあると考 えるのか至 当では
あるまいか。
1-5緊 密化 協 力(enhancedcooperation)
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加盟の基準 をクリア し,EU加盟が承認 された とはいえ,政 治,経 済,社 会的統合の視座 か ら
す ると15ヵ国加盟時 のEU,25ヵ国加盟 の拡大圏,将 来の更なる拡大 の可能性 はEUに 新 たな
多様性 を持ち込み,ま た地域格差が顕著 になって こよ う。そ うした環境 を傭 鰍す ると,先 行 グ
ループが統合 を先取 りする必要に迫 られることも想定で きる。
第43条の緊密化協力 は,「連合の 目標 を進め,そ の利益 を守 り,統合 のプ ロセス を一層強 め
る」 とあ り,こ の協力は全加盟国に開かれてい ると規定 した。 この緊密化協力 は,ア ムステルダ
ム条約 に導入 され,政 策領域 によっては過半数以上の国の参加 で統合 を先取 りすることが認め ら
れている。ニース条約では欧州委員会 または8ヵ 国以上 のイニシアティブに変わっている。憲法
草案では3分 の1以 上の加盟国のイニシアティブに基づ くことになった。
3部タイ トルV2章 の第325条で,共 通外交 ・安全保 障政策以外 の領域 で緊密化協力 を設定 し
たい場合 は,欧 州委員会 にその旨を申 し入 れるが,共 通外交 ・安全保障政策の枠組みの範囲内の
場合 は,閣 僚理事会 に申 し入れる。 この申 し入れは,外 相 と欧州委員会に回付 され,外 相は緊密
化協力が共通外交 ・安全保障政策に一致 しているか どうか,ま た欧州委員会はその他 の政策 と一
致 してい るか どうかについて意見を述べ,ま た情報 として欧州議会 にも回付 される。 こうした手
続 きを経た後,閣 僚理事会が決定す る。
緊密化協力(先行統合)は連合全体 として相応の期間内に緊密化協力が達成 困難 とみな される
場合 に限 られるが,ユ ーロ参加の場合は実質的にこの先行統合のケースに当たろう。ユーロ参加
を望 まないイギ リス,ス ウェーデ ン,デ ンマークの適用除外で通貨統合が実現 したのはこのケー
スである し,安 全保障 ・防衛政策で先行統合 が進 め られ る場合 も想定 で きる。10ヵ国 の新規加
盟,更 に発展段階の異 なる加盟国が増えることを想定する と,統 合のプロセス を停滞 させ ないた
めに も必要 な条項であろう。同時に,す べての加盟 国に参加の道 を開いていることは,拡 大圏に
とって不可欠の統合 の枠組み と言 えよう。
1-62部 の基本権 憲章
基本権憲章 については一部分 はすでに触 れたが,こ の分野は人間の権利 についての欧州の価値
感,モ デルを提示 している。前文で,「ヨー ロッパの諸国民は,絶 えず緊密化す る連合 を創設す
るにあた り,共 通の価値 に基づ く平和 な未来 を共有する決意である」 と前置 きし,連 合が,人 間
の尊厳,自 由,平 等,連 帯 という不可分 に して普遍的な価値 に基づいて創設 され,ま た,法 の支
配,民 主主義の原則 に立 っている とした後,「欧州市民権 を創設 し,自 由,安 全保障,公 正の領
域 を設 けることによって,個 人 を連合の活動の中心に据 える」 とし,市 民社会か ら構成 される連
合の位置づ けを明確 に した。続 いて,「加盟 国,国 家,地 域,地 方 レベ ルの公的機 関のナ シ ョナ
ル ・アイデ ンテ ィテ ィと共に,ヨ ーロッパ諸国民の文化 と伝統の多様性 を尊重 しなが ら,連合 は
これ らの価値の保全,発 展 に寄与す る」 と謳っている。
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基本権憲章 は,人 間の基本 的権利 を前面 に掲 げて,個 人(市民)を加盟 国 と並ぶ連合 の主権者
と銘記 し,同 時 に国家のアイデ ンティティと伝統 文化の多様性 に言及 し,共 同体 と加盟国の権
限の配分(補完性の原則)を発展 させ,EUと 市民,国 家 と個人の間の関係 に踏み込 んでいる。 こ
れ迄,条 約が国民投票で否決 されるという民主主義の赤字 を抜本的に改善す る必要 に迫 られたこ
とも一つの要 因 とみ られる。今後,加 盟国が更に拡大することを視 野に入 れると市民の権利,多
様性の尊重は重要な要素である。
EU基本権憲章の この2部 は,尊 厳,自 由,平 等,連 帯,市 民の権利,公 正,憲 章の適用 と解
釈 に関す る条項の7つ の タイ トルか ら構 成 されてい る。「尊厳」の項 では 「人 間の尊厳 は不可侵
である。尊重 され保護 されねばな らない」 とし死刑の禁止,非 人道的侮辱的扱い または刑罰の禁
止が含 まれ,「自由」の項 では,思 想,良 心,宗 教 の 自由な どの 自由以外 に,職 業選択の 自由 と
就労の権利の項で,加 盟国以外 の国の国民に も欧州市民 と対等の労働条件 が認め られ,ま た,追
放,排 除,送 還の際の保護 の項で,何 人 も死刑,拷 問または非人道的侮辱的扱い または刑罰にさ
らされ る危険のあ る国に追放,排 除,送 還 してはな らない と規定 している。
「平等」の項 では,先 ず 「法 の前の平等」 を掲 げ,文 化,宗 教,言 語の多様性 の尊重,そ して
子供 の権利 について,「子供 は,自 らの幸福 ・安寧に必要 な保護 と世話 を受 ける権利が ある」 と
している。 また,「連帯」 の項で は,不 当解 雇の際の保護,公 平で公正 な労働条件,児 董労働 の
禁止,若 年労働者の禁止,社 会保 障と社会扶助,消 費者保護 などを取 り決めてい る。社会保障 と
社会扶助 について,妊 娠,病 気,労 災事故,失 業 といった場合に,社 会保障手 当,社 会サー ビス
を受ける資格 を認める としている。「市民の権利」の項 では,す でに触れたがマース トリヒ ト条
約に規定されている欧州市民権が導入 され,居 住先での欧州議会選挙の立候補 と投票,地 方 自治
体選挙の際の立候補 と投票の地方参政権,移 動 と居住 の 自由の権利が含 まれてい る。 「公正」 の
項では,権 利 と自由が侵害 された場合,何 人に も法廷 で効果 的な救済 と公正な裁判を受ける権利
がある としている。
1-73部 の経済 ・通貨政策
3部タイ トル 皿2章 第69条で,加 盟 国 と連合 の経済政策 には単一通貨のユ ーロ と単 一通貨 政
策 と為替政策が含 まれ ると規 定 し,第71条 で,閣 僚理事会 は,欧 州委員会か らの勧告 に基づい
て加盟 国と連合の経済政策に関する一般的な指針の原案 を作成 し,欧 州理事会 による検討の結果
を経て閣僚理事会が勧告事項を採択す ることになっている。その結果,加 盟国の経済政策が この
指針 に一致 していない場合,ま たは,経 済通貨同盟の適正な機能 を危 う くす る恐 れがある場合 に
は,欧 州委員会が,当 該加盟国に警告 を発 し,閣 僚理事会が欧州委員会の勧告 を受けて必要 な是
正勧告を行 うことになっている。 こうして,通 貨統合 の経済通貨同盟 を維持,発 展 させ るために
閣僚理事会が関与 してい くことになった。
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3部第76条で,欧 州委員会は加盟 国の財政状況 と政府の債務残高 をモニ ター し,一 定の状 況
を勘案 しなが ら,(i)GDPに対する財政赤字が関連数値(3%一筆者注)を超 えたか,(ii)GDP
に対する政府債務残高が関連数値(60%筆 者注)を超 えたかの何 れか,ま たは,双 方の場合,報
告書の準備 を始める。閣僚理事会 は,欧 州委員会 か らの提案に基づいて,全 体 的評価 を した後,
過剰 な財政赤字が存在するか どうか を検討 し,存 在 を決 めた場合,当 該国に対 し一定期 間内に状
況 を終結 させ るよう勧告を採択 する。 この段階では勧告 は公表 されない。対GDPの 財政赤字の
上 限が3%,政 府債務残 高が60%以 内 とい う数値 は,通 貨統合 参加 の収敏基準 を取 り決 めた
マース トリヒ ト条約 に規定 されている。収敏基準 の中で最 も重視 されるのは財政赤字の基準 であ
る。
3部第76条第9項 で,当 該国が勧告 を実施 に移 さない場合 には,閣 僚理事会 は,特 定の期 間
を限定 し,財 政赤字削減の措置 を取 るよう通告す るこ とになる。10項で,当 該国が これ に応 じ
ない場合 には,閣 僚理事会 は,(i)相応 の供託金 を無利子 で連合 に預 け る,(ii)相当規模 の罰
金 を科す,(iii)欧州投 資銀行 に当該国に対す る貸付 政策 の再検討 を求 めるな どの うちか ら一つ
か二つ以上 の制裁 を科 すこ とがで きる。11項で,過 度の財政赤字が是正 された場合,閣 僚理事
会 は当該国に科 した是正措置の一部 またはすべてを解 除することになる。
財政赤字がGDPの3%以 下 とい う問題 は,イ ンフレ率,長 期金利 な どユ ーロ参加 の5つ の
収敏基準の うち最重要事項であ り,EUは安定成長協定 を成立 させ,財 政 の安定規律 を守 って き
た。ユー ロ参加の可否は,欧 州委員会が1997年発 表 した加盟国の秋季経済情勢 の見通 しをベ 一ー
ス に決 まったが,そ の関連で安定成長協定(当初は財政安定協定)が 同年,ア ムステ ルダムのEU
首脳 会議 で採択 された。 この協 定 による と,財 政赤字 がGDPの3%を 超 えた場合,改 善 策 を
勧 告 し,改 善 されない場合,GDPの0.5%を上 限に罰金 を科す などの制裁措置が発 動 され る。
憲法 の草案 には,安 定成長協定の精神 が取 り込まれた。制裁条項 は,協 定 よ り加盟国の状況 に配
慮 した緩い もの となっている。
1-8経 済,社 会及び地域の結束
3部タイ トルIn3章第116条で,全 体 として調和の とれた発展 を促進 す るため,連 合 は,経
済,社 会,地 域 に関す る結束の強化 につ ながる行動 を遂行 し,特 に,様 々な地域 の発展 の度合 い
の格差 と田園地帯 を含めて最 も不利な地域 または島懊の後進性 を改善 し,是 正するよう目指す と
している。
第117条で,連 合 はこの 目的達成のため,構 造 基金(欧州農業指導保証基金指導部門,欧州社会基
金,欧州地域開発基金の3つの基金),欧州投 資銀行及 びその他 の現行の財政機 関を通 じて支援す る
ことになっている。
地域間格差 は,ギ リシャ,ポ ル トガル,ス ペ イ ンのEU加 盟 に伴 って顕在化 し,1974-75年
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と,そ の後の経済,社 会 の危機 によって一時縮少 した経済格差 が再 び拡大 した。92年末か らの
始動 を目指 した市場統合 による域内競争の激化 もあ り,周縁諸国(アイルランド,ギリシャ,スペイ
ン,ポル トガル),低開発地域(前記周縁諸国とイタリア南部,フランスのコルシカ島など。スペインはマド
リード周辺と東部を除く)に対 して,EUの 地域政策 を強化する必要があった。
この地域政策は構造基金 を通 じた支援によ り進めて きたが,構 造基金を構 成す る3つ の基金の
問に連携がな く,計 画性 の欠除が指摘 され,ド ロール欧州委 員会委員長の時代の1987年に改善
策が発表 された。地域政策の改革 によ り,周 縁諸 国がEU財 政 か ら受 け取 る額 は飛躍 的 に増 大
し,92年の構造基金か らの純受取 り(GDP比)は,ギリシャ2.8%,ポル トガル2.7%,アイル
ラン ド2.4%,スペイ ン2.5%であった(10)。
93年発効 のマース トリヒ ト条約に,地 域 間格差是正 のための 「結束基金(c・hesi・n=fund)が設
定 された。条約 はEUの 目標 について,「均衡の とれた持続的発展 を もった経済的,社 会 的進歩
を促進することにあ り,と くに域 内の国境な き地域 の創造,経 済的社会的地域間の格差是正のた
めの結束を通 じて,… ……最終的には,こ の条約の各条文 に対応 して単一通貨採用 を含 む経済通
貨統合の推進 にある」 としてい る。
欧州結束基 金は,特 に低所得地域のニーズによってその地域の所得向上 を図るために社会投 資
を実施することになった。EUは1990年代 に,「欧州横断 ネッ トワーク」の建設 に着 手 した。 こ
の プロジェク トは市場統合 との関連 で80年代 にアイデアが浮上 しJ近 代的で効率 的なイ ンフラ
の整備が必要 だと考 えられた。マース トリヒ ト条約は,域 内市場 の創設,経 済 的社会的結束の強
化のための主要 な要素 として欧州横 断ネッ トワークの開発 を進めなければな らないとしている。
TEN(Trans-EuropeanNetw・rks)で呼 ばれるこの計画は,高 速鉄道,道 路網な ど交通 ネ ットワー
ク,電 力 ・天然 ガスなどエネルギー供給網,電 気通信網を建設 し,加 盟各 国 と結ぶ基幹のネ ッ ト
ワー クにしようとい う計画で,欧 州結束基金 か らは,GDPがEU平 均 の90%以 下の周縁 国 に
「ネッ トワーク建設資金」が拠 出され,TENの建設は経済成長 と雇用創 出に貢献す ると期待 され
ている。第119条では,結 束基金は,TEN以外 に環境 の分野の プロジェク トにも拠出 され るこ
とになっている。構造基金であれ,結 束基金であれ,04年5月 か ら中 ・東 欧,バ ル トなど10力
国の加盟によって,地 域格差の是正の分野 は更に拡大 して行 く点か ら重要度は増 し,統 合拡大 圏
の持続的発展に欠かせ ない要素 になった とも言えよう。
五 憲法制定を取り巻く環境
欧州統合 は,1958年発効の ローマ条約 までは統合の立ち上 げの草創期 であった とす れば,欧
州経済共同体(EEC)と欧州原子力共同体 と52年発足 した欧州石炭鉄鋼共同体の執行機関を統合
した67年の欧州共同体(EC)の発足か ら通貨統合,共 通外交 ・安全保障政策を盛 り込んだ93年
発効 のマース トリヒ ト条約(EU設立条約)ま では生成,発 展の時期 であった。特 に通貨統合 の
ユーロ立ち上 げは経済 を中心 とした統合の深化 を象徴 していた。ユ0ロ は ドルに次 ぐ国際通貨 と
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して世界 に地域統合の ヨーロッパのモデル を提示す る機会 となった と考 える。
一一方で,90年8月に始 まる湾岸戦争,91年以降の一連のユ ーゴ紛争 を通 じてEUと しての外
交 ・安全保 障政策が重要課題に浮上 した。 また,冷 戦の終結の事態の中で,自 由化革命 を進め,
表 皿一1aニ ース条約 に基 づ く決 定
(中・東欧,バ ル ト,地中海諸国の12ヵ国の加盟前提)
人口(単 位百万)03年 閣僚理事会での持ち票 欧州議会議員数
ドイツ 82.5 29 99
フラ ンス 59.6 29 72
イギ リス 59.3 29 72
イ タリア 57.3 29 72
スペ イ ン 40.7 27 50
ポー ラ ン ド 38.2 27 50
ルーマニ ア 2L8 14 33
オランダ 16.2 13 25
ギ リシャ 11.0 12 22
チ ェ コ 10.2 12 20
ベ ルギー 10.4 12 22
ハ ンガ リー 10.1 12 20
ポル トガル 10.4 12 22
ス ウェーデ ン 8.9 10 18
ブルガリア 7.8 10 17
オース トリア 8.1 14 17
ス ロヴ ァキア 5.4 7 13
デ ンマ ーク 5.4 7 13
ブ インラ ン ド 5.2 7 13
アイル ラ ン ド 4.0 7 12
リ トァニ ァ 3.5 7 12
ラ トヴ ィァ 2.3 4 8
ス ロヴ ェニ ア 2.0 4 7
エ ス トニ ァ 1.4 4 6
キプロス 0.7 4 6
ル クセ ンブル ク 0.4 4 6







体制転換 した旧東欧諸国は自らを中 ・東欧 と名乗 りEU加 盟 を申請 した。欧州統合 はこれ を契機
に政治統合 の分野 に踏み込み,ま た東西両 ヨーロ ッパ の統一 につながる拡大圏の形成 とい う大転
換点にさしかかった。97年に合意 し,99年5月に発効 したアムステル ダム条約 で,共 通外交 ・
安全保 障担 当上級代表を新設 し,決 定 に棄権 して も決定 は成立する とい う建設的棄権の制度 を取
り入れた り,人道救援 の任務,危 機管理の任務 を共通外交 ・安全保障政策 に盛 り込むなど時代 の
変革に対応 できる態勢を整えた。
一方,チ ェコ,ポ ー ラン ド,ハ ンガ リー な ど旧東欧諸 国10力国のEU加 盟 申請は,EUに 加
盟27ヵ国の拡大圏 を統治 できる機構改革 を迫る契機 とな り,2000年12月に合意 したニース条
約で欧州委員会の新 らしい構成,閣 僚理事会 の新 らしい意思 決定制 度な どを取 り決めた。 しか
し,条 約が 国民投票で否決 されるとい う民主主義の赤字 を解消するには統合は基本 的には国家 と
市民 か ら成 り立っていることが明白とな り,市民のEUの 構築が不可欠の課題 に登場 した。 こう
して,欧 州統合 は,統 合 の分野 に経済,社 会,政 治 と市民 共同体 を中心 に据 え,統 合 を集大成
し,将 来 を展望 したEU憲 法の制定が求め られたのである。
皿一1ス ペ インに変革の波EU内 に新しい政治の潮流
03年12月,欧州憲法草案の大詰めの政府間会議の決裂 を改めて振 り返 ってお きたい。意思決
定にあたって主権 を背負 った加盟 国が どの ように対応す るか は今後に も波及す るテーマ と考 えら
れる。 この段 階での決裂 は,草 案1部 第24条が規定す る特 定多数決 による意思決定方式に対 し
てスペ イン,ポ ル トガルがニース条項(表IIlaニ ース条約の規定を参照)の合 意に固執 したのが
最大 の理由であった。また,欧 州委員会の構戒 について,草 案では,投 票権 を持 つ委員が全体 で
15人に削減 される点に小 国が反発 した。二〇ス条約では,1加 盟国1人 の1入 制 とな り,加盟 国
が27ヵ国 となった段階で上 限の枠 を見直 し,輪 番制 を導入するこ とになっていた。但 し,拡 大
と機構改革 については,欧 州委員会,欧 州議会,閣 僚 理事会 の構 成,意 思決定方式 ともに04年
11月以降09年10月末まではニース条約 が適用 され,新 らしい意思決定方式 の適用 は09年11
月1日 以降となっている(表Hlbを 参照)。
ところで,ス ペ イ ンに04年3月 の総選挙で,社 会労働党 の左 派政権 が誕生 し,国 民党か らの
政権交代が起 きた。
04年3月11日,ス ペ インの首都マ ドリー ドで朝の通勤時 間に3つ の駅で連続列車爆破 テロ事
件が発生,200人以上が死亡 と報道される惨事 となった。アスナール政府 は,バ ス ク地方の分離
独立 を要求する非合法組織 「バス ク祖 国 と自由(E丁A)」の犯行 との見方 を示 したが,そ の後捜
査当局がモ ロッコ人 を拘束 し,国 際テ ロ組織 との関わ り説が伝 え られ,政 府 の見方 を否定す る情
勢 となった。 こうした中でテロ事件3日 後 の14日の総選挙 で,イ ラクか らの撤兵 を公約 に掲 げ
た野党の社会労働党が予想 を覆 して第1党 に躍進 した。テロ事件発生前の世論調査では景気 を主
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ドイツ 2 1 10 10 29 29
フラ ンス 2 1 10 10 29 29
イギリス 2 1 10 10 29 29
イタ リア 2 1 10 10 29 29
スペ イ ン 2 1 8 8 27 27
ポー ラン ド 1 1 8 27 27
ルーマニ ァ 14
オランダ 1 1 5 5 13 13
ギ リシ ャ 1 1 5 5 12 12
チ ェ コ 1 1 5 12 12
ベ ルギー 1 1 5 5 12 12
ハ ンガ リー 1 1 5 12 12
ポル トガル 1 1 5 5 12 12
ス ウェーデ ン 1 1 4 4 10 10
ブルガリア 一 10
オース トリア 1 1 4 4 10 10
スロヴ ァキア 1 1 3 7 7
デ ンマー ク 1 1 3 3 7 7
ブ インラン ド 1 1 3 3 7 7
アイル ラン ド 1 1 3 3 7 7
リ トアニ ア 1 1 3 7 7
ラ トヴ ィァ 1 1 3 4 4
スロヴ ェニ ア 1 1 3 4 4
エ ス トニ ァ 1 1 3 4 4
キプロス 1 1 2 4 4
ルクセンブルク 1 1 2 2 4 4
マ ル タ 1 1 2 3 3
計 30 25 87 124 321 345
特定多数決 62(71.26%)88{70.97%)232(72.27%)55(73.9%}
注:欧 州 委 員 会 の構 成 につ い て は,04.11.1～09.10.31は暫 定 的 。 ニ ー ス 条 約 で は加 盟 国 数 が27ヵ 国 と な っ た場 合,委 員 総
数 は27以 下 と な り輪 番 制 と な る。
閣 僚 理事 会 に つ い て:現 在 の議 長 職 の輪 番 制 は2006年末 まで 持 続 。 政 府 間 会 議 は 議 長 職 にチ ー ム制 度 の 導 入 検 討,ま た
対 外 関係 理 事 会 は欧 州 憲 法 草 案 で は外 相 が 議 長 を5年 間 務 め る予 定(EUCommission,EUlnstitutionspressreleases,16
March2004)o
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な理 由としてアスナール首相が率 いる国民党が優勢 と伝 え られていたが,列 車爆破 テロで イスラ
ム過激派の犯行説が浮上 し,世 論が イラク戦争 で対米協力 を貫いた国民党政権の批判 に傾いた形
となった(04年3月15日付,朝 日新聞。)
今 回の選挙で野党 の社会労働党 に覆 ったのは,元 々イラク戦争 について は国民の多 くは反対
だ ったのに加 え,バ ス ク祖 国 と自由の犯行説 についての一種の情報操作 か とい う疑惑が持 ち上
がったとすればそれが逆作用 した ことも推測 される。英紙 フ ィナ ンシャル ・タイムズ は,「テロ
の勝利か民主主義の勝利か。スペインの驚愕の選挙結果は欧州の難問を投げかける」の見出 しの
論評 の中で,「政治の局面 では,テ ロ行為 はこれ までは法 と秩序 の政策の強化 に作用す る傾 向が
あ った。 しか し,イ ラク戦争 はこうした想定 を疑問視 した。スペイ ンの有権者 はテロと戦 うがそ
れはイラクに対 してではないことを明確 に した」 と述べている(11)。
有権者はテロの恐怖 で投票 したのではあ るまい。民主主義の原則 に則 って1票 を投 じたのであ
ろう。1930年代,フ ランコ独裁政権 が成立 した当時,ス ペイ ン国民 は国 を2分 して内戦 を戦 っ
た伝統がある。無差別の殺傷 とい うテロ事件で民主主義の価値に 目覚めた人々が1票 を投 じたの
であ り,投票率が前回の総選挙の68.7%から77.2%と8.5%伸びたのは民主的選択へ と駆 り立
てた ものとして捉 えることができる。
もう1つ の教訓 は,政 権交代 によって政策の転換 が可能 になることであ る。欧州統合 に関 し
て,そ れが経済の統合が 中心の場合 は,保 守,中 道,左 派の政権が政策で大 きく対立することは
比較的少 なかった。 しか し,安全保障問題 など政治が色濃 く反映す る政治統合 に駒 を進める段 に
なると,政 権の選択 は大 きな決定の要素 となる。EU内 部でアスナールのスペ イ ンは,国 連主導
の枠組 みを優先する仏独 と対立 し,欧 州憲法の制定で もナショナルな利益 を前面 に立 てて来た。
ロ ドリゲス ・サパテーロ書記長は,総 選挙 の翌 日15日,イ ラクか らの部隊の撤退 に言及,ま た
仏独 との関係改善な どヨーロッパ政策の転換 を語 った。
4月18日,ロ ドリゲス ・サパテーロ首相の社会労働党政権 が正式 に発足 した。外 相 にEUの
元 中東特使 を務めたモ ランテ ィース氏,財 務相に欧州委員会 の経済担当委員だった ソルベス氏 を
配 した。国防相 に社会労働党のボー氏 を任名 した。4月下院での討論の際,欧 州憲法草案 につい
て,ア イルラン ド議長の任期が終了す る6月 末 までに採択 されるよう完全 に受け入れる意向を表
明 した(12)。このことは,単 純二重多数決制 を受け入れた もの とみ られる。
サパテーロ首相は,ま た,18日のテ レビ演説で,「スペ イン軍をイラクか ら早期 に,安 全 な形
で撤退するよう国防相 に命 じた」 と語 り,イ ラクで国連が6月30日 までに主導的役割 を果 さな
い場合に撤退す るとした これ までの方針 を変 えて早期撤退 に踏み切 るなど新政権の積極的 な政策
実施の姿勢 を鮮明に した。
サパテーロ首相は,続 いて4月28日,ベ ル リンで ドイツのシュ レーダー首相,翌29日,パ リ
で フランスの シラク大統領 と個別 に会談 し,対 米接近の路線に立ち亀裂が生 じた仏独 との関係 を
修復す るスペイ ンの新EU外 交 を立ち上げた。3首脳 は,国 連主導 によるイ ラク危機の解決 で合
/:商 経 論 叢 第40巻第1号(2004.9)
意す る一方 で,シ ラク大統領 との会談で,ス ペ インが 欧州の牽引役 に参 加す る意 向を伝 え,ま
たtア スナール首相が反対 した欧州憲法草案について,草 案採択 を優先 させる方針 を伝 えた。大
局的に,マ ドリー ドの列車爆破事件 を起点 に,今 後欧州大陸に重 くの しかかるテロの脅威 に対す
る闘いが,イ ラクの危機 と欧州憲法 をめ ぐる不和 でたがが弛み始 めたかに見 えた連帯 を再結束 さ
せることにな り,ス ペインの政権交代が欧州統合 を促進することになろうとい う見通 しをフラン
ス紙 ル ・モ ン ドが伝 えた。
またスペ インと共に憲法草案 に反対 してきたポ0ラ ンドの ミレル首相 は,機 能する市場経済な
ど厳 しい体制転換の中での与党,民 主左翼連合 内の汚職で支持率が低 下 し,EU加 盟が実現 した
翌 日の5月2日 辞任 した。 ミレル首相 は3月,シ ュ レーダー首相 との会談で6月 末 までに憲法 で
合意 を目指す ことで合意 した との報道(13)もある。スペ イ ン,ポ ー ラ ンド両 国で起 きた政 治情勢
は凍結中のEU憲 法制定交渉の再開 と妥結に向けて動 き出 した。3月25日,ブ リュ ッセルのEU
首脳会議 は,犯 罪歴情報の交換,欧 州共通逮捕状 の全加盟 国での早期導入,テ ロ対策調整官の新
設な どテロ対 策宣言を発表 した。 これによってJ欧 州統合の焦点 は,ア イルラ ンド議長の任期 内
の憲法制定に移 ったが,妥 協が成立 したことか ら,次 のステップは国民投票 による批准が焦点 と
なって きている。イギリスのブ レア首相 は議会での承認か ら国民投票 による批准 に政策転換 した
といわれるが,イ ギ リスの国民投票の結果は1つ の鍵 となるであ ろう。
丑一2中 ・東欧,バ ル ト,地 中海 の10ヵ 国 の新 規加 盟
2002年末 か ら04年 春 にか けて,ヨ ー ロ ッパ 情勢 は変革 が急 速 で振 幅 が大 きか っ た。主 だ っ た
事 例 を取 り上 げて み る と,
(1)02年12月12-13日,コ ペ ンハ ー ゲ ンのEU首 脳会 議 で10ヵ 国 の加 盟 を承 認。
(2)03年1-3月,米 英 の イ ラク攻 撃問 題 で,米 欧 問 に亀 裂,欧 州 の 内部対 立へ 発 展 。
(3)03年4月16日,EU拡 大条 約 に調 印。
(4)03年6月9日,イ ギ リス がユ ー ロ参 加 先送 りを表 明。
(5)03年6月13日,欧 州 の将 来 に 関す る コ ンベ ンシ ョ ン,欧 州 憲法 条約 を起 草 。
(6)03年6月20日,テ ッサ ロニ キ のEU首 脳 会議i,EU安全保 障戦 略報 告書 を基本 的 に承 認 。
(7)03年7月2日,イ タ リア首相,ド イ ッの欧 州議 会 議員 をナ チス 強制収 容 所 の看 守 と発 言。
(8)03年7月,少 子 高 齢化 の 欧州 で,年 金 改革 が社 会 問題 に。
(9)03年7月,遺 伝 子 組 み換 え食 品 表示 をめ ぐ り米 欧 間 に摩擦 。
(10)03年8月,猛暑 の夏,40度 を越 す 熱 波 が欧州 を襲 う,フ ラ ンス で多 数 の死者 。
(11)03年9月14日,ス ウ ェー デ ンの国民 投 票,ユ ー ロ導 入 を否決 。
(12)03年10月,欧州 委 員会,秋 季 経 済 予 測 で,04年 のユ ー ロ圏 の 実質 経 済 成 長 率 を1.8%と
緩 や か な回復 を予測 。
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(注)4+が何れも最高で,先 進工業国,又 は国際的水準,例 えば,民 営化,リ ス トラの場合 二
大規模民営化2一 包括的民営化実施の準備整う325%以 上の民営化4-50%以 上の民営化4+75%以 上の民
営化,先 進工業国の水準
小規模民営化3一 包括的民営化の実施4一 民営化完了,所 有権移転が自由4+一 先進工業国の水準,小 企業の国有な
し




110商 経 論 叢 第40巻 第1号(2004.9)




















(対GDP%)(2002年推定) (2003年予測) (2002年推定) (2003年予測)
チ ェ コ 105(95) 2.0 3.0 1.8/0.2
一4 .3 s,a2s 5,000 39.S
エス トニ ァ 93 6.0 4.5 3.6/1.4一12 .8 153 200 39.6
ハ ンガ リー 112
(99) 3.3 3.a 4.8/4.7
一7
.1 598 1,341 43.0
ラ トビア 77 6.1 6.5 1.9/3.3一8 .4 388 350 36.1
リ トアニ ア 77 6.7 6.0 0.3/-0.8 一5 .5 714 550 28.1
ポ ーラ ン ド 130(122) 1.4 3.a 1.7/0.5
一2 .9 3,700 4,0ao 37.4
ス ロバ キ ア 109(roo> 4.4 3.8 3.3/8.5
一一6
.3 4,ao7 1,500 43.3
ス ロベニァ 11$(109) 3.2 2.3 7.5/6.1 0.9 1,748 100 39.4
中 ・東 欧 ・




,8 20,720 13,714 39.1
ブルガリア sa(67) 4.8 4.5 5.9/2.0
一4
.9 430 900 36.5
ルー マニア 87(76) 4.9 4.2 22.5/14.5
一4 .7 1,080 1,350 29.9
クロアチア 87 5.2 4.2 2.4/2.4 ・1 383 673 45.2
出所:EBRD(EuropeanBankforReconstructionandDevelopment)TransitionReport2003
注:経 済 復 興 度 の()は1999年 の 統 計 。 イ ンフ レ率 の ※1は 中 央 値,※2は 相 加 平 均 値 。
中 ・東 欧,バ ル ト諸 国 は ク ロ アチ ア を含 め た値
(13)03年3-9月,チェ コ,ポ ー ラン ド,ハ ンガ リー な ど8ヵ 国 の国民投 票で,EU加 盟 を承
認。




(17)04年2月18日,ベルリンで仏独英3首 脳会談。EU産業競争力の強化 など 「強い欧州」に
向け足並み揃 える。英国の仏独急接近が,EU内 部に波紋 も。
(18)04年3月11日,マドリー ドで連続列 車爆破 テ ロ事件が発生,200人以上死亡 と伝 え られ
る。欧州 内にテロ対応で結束の動 き。
(19)04年3月15日,スペイ ン総選挙 で,野 党 の社会労働党が 第1党 に躍 進,次 期首相 のサパ
テーロ書記長,イ ラクか らの撤兵 を表明。
(20)04年3月25日,EU首脳会議で対テロ対策を宣言,欧 州憲法制定交渉の6月 末 までの妥結
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で合 意。
前記の通 り,中 ・東欧な ど10ヵ国の加盟,欧 州憲法制定,イ ラク戦争 をめ ぐる安全保 障 ・防
衛,ユ ーロ圏経済 の諸 問題 をめ ぐ り,02年末か ら04年春 にかけて,様 々な変動の波が発生 し
た。 ヨーロッパ は,い ま,拡 大,安 全保障,市 民参加の社会構築 などの課題 に直面 して,統 合 を
集大成 し,未 来への展望 を拓 く丁歴史的な一大転i換期 に立 っていると考 える。欧州憲法の制定 は
まさにそれ に対応 したヨーロ ッパ の基本法であ り原典 となるわけで,制 定を取 り巻 く環境の変革
に触れてお きたい。
中 ・東欧,バ ル ト,地 中海諸国10ヵ国(14)の加盟で,EUは 経済 の発展段 階が異 なる実質的 に
複合統合の時代 に入 る。15力国の加盟 までは,地 域 間の不均衡の問題 を抱 えている とはいえ,
西欧資本主義諸国 による構成であった。キプロス,マ ル タを除いて今 回の旧東欧諸国の加盟は,
加盟の条件である民主主義,人 権の尊重,機 能する市場経済,地 域 の競争圧力 に耐 えられるなど
政治 ・経済の基準 を満た している と認定は された(表H-2-一一1,表II--22参照)。また,1989年の
冷 戦の終結 に伴 って体 制転換 した中 ・東 欧 バ ル ト諸 国(統計上クロアチアも含む)は,02年現
在,経 済復興 度が平均 して89年時の1.13倍で上昇気運 にあることが うかが える。
中 ・東欧 バル ト諸国 といって もそれぞれの国の発展 の段 階は異 な り,産 業構造の進展につい
て も画一的 な見通 しを描 くことはで きない。 しか し,1988年一99年の11年間に,ブ ルガ リア,
ルーマニアを含 めた中 ・東欧10力国の産業構 造の発展 は15力国の構造 と調和 を保 ち,99年に
は部 門別の分散が顕著 とな り,既 加盟15力国に均質化 して きてお り(15),産業構造面 では将来 は
融合 した拡大経済面への発展が期待 され る。
欧州委員会 は02年10月,10ヵ国のEU加 盟 を勧告 したが,経 済基準 につ いて,10ヵ国の一
人当 りのGDPが 購売力平価 で2000年のEU平 均 の38.5%から01年には39.3%へ上昇 した こ
と,ま た産業構造の調整の問題 で加盟候補 国のGDPに 占め る農業部 門の割合 が減少 し,サ ー ビ
ス産業部門が増加 し,調 整が進 んでいることに言及 している。新規加盟国の所得水準は,上 昇傾
向を示唆 しているが,所 得水準 に格差があることも事実であ り,持続的成長 には格差是正は一つ
の注 目点であ ろう。 イギ リスの経済雑誌 「エ コノ ミス ト」 は,EU拡 大 に関す る特 集記事 の中
で,一一人当 りのGDPに 基づ く15ヵ国 とブルガ リァ,ル ーマ ニアを含めた 中 ・東欧,バ ル ト10
力国の比較 表 を掲 載 している(16)。それ に よる と,加 盟15力 国平均 の成長率 を2%と した場
合,10力国平均 の成長率が3.8%で15ヵ国の水準 に追い付 くには56年かかる とい う。 これ は
あ くまで も一人当 りのGDPの 比較で,成 長率が設定 した水 準で推移す る場合 であるが,新 規加
盟各国の発展 は今後 も国によって異な り,ま た経済発展 の先行 きは,不 確実性,紆 余曲折,予 想
外 の新事態 を考慮すると大 きな意味はない と考 えられ るが,現 在か ら想定 した一つの与件の指標
としては指摘 で きる。
こうした所得格差か ら,EUは新規加盟 国に対 して,農 家に対す る補助金を04年度は15ヵ国
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に対する補助金の25%,05年度は30%と漸新 的アプローチを導入 し,2013年か ら15加盟国並
み の水準 とす る とい う移行期 間を設 けた。 また,EUで は93年1月 か ら単一市場が発足 し,域
内の労働 力の 自由な移動が認め られてい る。人の自由な移動については,イ ギ リス,ア イルラン
ドを除いた23ヵ国の政府間協定であるシェンゲ ン協定 も認めているが,新 規加盟国か らの労働
力の移動については最高7年 間の移行期間が設け られた。中 ・東欧諸国に隣接す る ドイツ,オ ー
ス トリアは非熟練労働者の流入で労働市場が撹乱 される とい う懸念がある。ただ,労 働力の移動
の問題 は直接投 資 とも絡み,新 規工場の立 ち上げに伴 う雇用 の創 出などとの関係で相対的 な面 も
ある。93年発足 の市場統合 に伴 う,15ヵ国域 内の労働力移動 は予想 よ り少 なか った とい う報告
もある。欧州委員会 のマ リオ ・モ ンティ報告(1gg6)は,労働者の 自由な移動 はわずかに増 えた
だけ で,移 動可 能 な生 産要 素 は,労 働 よ りもむ しろ資本 であ る こ とが証 明 され た と してい
る(17)。最高7年 間の移行期間について,当 初 は3年 間(ハ ンガリー政府のEU加盟交渉担当者との取
材から。一般的には2年間になっている)の 自粛期間とい う考え方は現実的対応 と考 える。
現実には,新 規加盟 日の04年5月1日 を待 たず に中 ・東欧への企 業の直接投 資は活発化 して
いる。中 ・東欧 バル ト諸国は,潜 在的 な消費の一大マーケ ッ トで,ま た低 コス トで技能 ・技術
を持つ熟練労働者 を雇用で きる ところか ら,魅 力 のある新興市場 といえる。チェコには トヨタ自
動車,ド イツの フォル クス ワーゲ ンの子会社が,ス ロヴ ァキアにはフランスのプジ ョー ・シ トロ
エ ングループが生 産拠 点 を立ち上げ てい る。94年か ら中 ・東 欧 に進 出 してい る松 下電器 産業
は,04年春 か らチ ェコのテ レビ工場 でプ ラズマ と液 晶の薄型テ レビの組み立て を始 め,企 業の
中には更なる低労働 コス トを見込んで新規加盟国の周辺 のウクライナやルーマニア に資本 が向
か っている とい う。
ジュ トロ(日本貿易振興機購)の 調査 に,欧 州の 日系 メーカーはEUの 東方拡大 によって利益 が
大 きい と回答 を寄せ た。 日系 メー カーは03年に引 き続 き中 ・東欧 に積極 的に投資 し,企 業進出
は02年のピークか らやや鈍化 したが,通 関手続 きの簡素化で物流の効率化が更 に見 込めると予
測 している。 ジェ トロは04年1月 と2月 に欧州 と トル コ進 出の 日系 メーカー を対象 に調査 を行
い367社,全体 の47.5%が有効な回答 を寄せた。 中 ・東 欧への投 資は特 に輸送車輌 と部品の分
野で拡大 し,回 答の多数 は生産拠点の移転 にはチェコを最 も望 ましい進出先に挙げた。新規加盟
国にとっては,企 業誘致 は経済の活性化 には当面大 きなイ ンセンティブになるであろ う。
冷戦終焉 の1989年以降,中 ・東欧諸国は,経 済の発展 と世界経済へ の統合で直接投資が果す
役割を認識 し,外 国か ら積極 的に投資 を受 け入 れる政策 を進めて きた。欧州協定が初めて結 ばれ
た1991年以降,EC企 業か ら中 ・東欧諸国 に向けた直接投 資が活発 とな り,特 にハ ンガ リーが
中 ・東欧諸国の トップを切 ってEU加 盟 を申請 した1994年に,中 ・東欧諸 国が民営化 政策 を進
めた結果,合 併 ・買収 を中心 とす る直接投資が急増 した。1993年,チェコ,ポ ーラ ン ド,ハ ン
ガ リーの3ヵ 国 だ けで,中 ・東 欧 バ ル ト諸 国 向 け の 海外 直 接投 資 額 の4分 の3以 上 だ っ
た(18)Q
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しか し,ユ ーロ高で生産拠 点を西欧か ら中 ・東 欧に移転 させ る事例 も出始め た。オ ランダの
フィリップスが03年2月,フ ランス中部のテ レビ組立工場 をハ ンガリーに移転 させ る と発表,
フランス食品大手のダノ ンはビスケ ッ ト工場の中 ・東欧への移転 を決めた。ユー ロ高による企業
の輸出競争力の低下 に加 えて,生 産拠点の移転が一段 と人員削減につなが ると,ド イツ,フ ラン
スなど高い失業率 に悩 むユー ロ圏諸 国で懸念 されている(19)。ところで,こ こで,中 間的 に,経
済格差のある拡大圏が成立 した教訓の一・つ として,経 済的地域の不均衡が地域経済統合 の障害に
はな らない とい う点 を指摘 で きようか。現在移行へ の過渡的期間が設定 されてはいるが,新 規加
盟10ヵ国は,加 盟 の条件 である政治,経 済の基準 をクリアしている。政治,宗 教面で多様 とは
いえ,ア ジア経済圏に も一つの示唆 を与 えて くれる。
直接投 資の増大 は貿易 にどの ようなイ ンパ ク トを与 えるか。
地理 的位置,総 生産,競 争 とい う標準的な決定要素 に基づ くと,15力国 と中 ・東欧諸 国間の
相互貿易 の動向を可成 り正確 に把握で きる。総生産 を重視す ると,EUの 東方への拡大で起 きる
成長の刺激 は,海 外直接投資 と相互貿易 にプラスの効果 を もた らす と結論づけ られる伽)。東方
へ の拡大で中 ・東欧加盟 国の関税が撤廃 され,反 ダ ンピングな どその他 の貿易 障壁 も無 くなる
と,15力国 か ら新規加盟 の中 ・東 欧諸 国へ の直接投 資 は,相 互貿易 を増大 させ るこ とにな ろ
う。 旧ソ連 ・東欧諸 国に対 して市場経済への移行 を支援 している欧州復興開発銀行 は2003年版
の年次報告書で,一 般論では,資 本 と貿易 の流れは同時に移動す るが,殆 どの海外直接投資は貿
易 の統合が進む中 ・東欧,バ ル ト諸国の改革が進行中の国に集中 している⑳ と述べている。
ここで,中 ・東欧 バ ル ト諸 国のEU加 盟 につ いて欧州復興 開発銀行 の評価 に触 れてお きた
い。「統合 と地域協力」のサ ブタイ トルの年次報告書 は,中 ・東 欧,バ ル ト諸 国はEU加 盟交渉
が完了す るにつれ,改 革面で更なる前進がみ られたが,EUへ の加盟は市場経済移行へ のプロセ
スの終了ではない として,財 政部 門,公 的行政 とビジネス環境の分野で引 き続 き改革を進めて行
く必要がある とし,改 革を継続す る必要 を強調 している。
年次報告書 は一方で,グ ローバル統合へ の触媒 としての地域統合の項で,近 年,市 場経済の移
行 国に地域協力 と統合の潜在 的恩恵に対す る関心 が高 ま り,03年9月,ロ シア,ウ クライナ,
ベ ラルーシ,カ ザフス タンは,高 い水準の統合 を目標 に 「単一経済スペース」 の創設 を呼びかけ
る宣言に調印 した りしているが,世 界経済への統合は未 だ不完全であ ると分析。ルーマニア,ボ
スニア ・ヘ ルツェゴヴ ィナといった南東欧諸国(バルヵン)では地域紛争 の後遺症 が尾 を引 き,
一方独立国家共 同体(CIS)では,経 済体制が弱体化 でまた貿易 も期待通 りには伸 びなかった と
して3つ の改善策を提 唱 した。(1)現在,将 来 とも最 も重要 な地域市場,EUへ のアクセスの改
善,(2)市場へのアクセスの改善 と構造 ・制度改革の結 び付 き,(3)国際統合 のプロセスを補完
す る,よ り密接 な地域協力 と統合 の支持。この うち,(2)につい ては,世 界貿易機 関(WTO),
またはEUと 非EU加 盟国 との通商協 力は,何 れの場合 もEU加 盟 その もの と比べ ると,非EU
加盟国の国内改革にインパ ク トを与 える導火線 とな りそ うにはないが,一一定の双務貿易の 自由化
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に基づ く市場へのアクセスの改善が開放 と改革 を促す効果的なアプローチには成 り得る として,
EUとEU加 盟国周辺地域 との協力関係の強化の要 に言及 してい る。
ポー ランド,リ トアニアのEU加 盟 で南部がポーラン ドに接 し,北 東部が リ トアニ アに接す る
ロシアの飛び地,カ リーニ ングラー ドに触れてお きたい。第二次大戦終結前 は ドイツ領 となって
いたが,ポ ツダムの合意で ソ連に編入 され,ソ 連邦崩壊後 はバル トの香港 と呼 ばれる自由経済地
域 としてロシア領 に編入 された。 ポー ラン ド,リ トアニ アがEU,NATO加盟 国 とな り両国はカ
リーニ ングラー ドの出入国 に国境 の検問,ビ ザを導入 した。EUは02年6月 の セヴィ リアの首
脳会議で,欧 州委員会 に対 して,EU域 内 とカリーニ ングラー ド問の人 と物の通過 に関す る解決
策の検討 を求め,同 年10月の首脳会議で,カ リーニ ングラ0ド とその他の ロシアの地域 間の人
の通過 に関 してすべての関係 当局に便宜 を供することで合意 し,配 慮を示 した。
EUと ロシアは,04年4月27日,ブ リュ ッセルで開いた常設のパー トナー シップ理事 会で,
EUとロシア問のパ ー トナー シップ協力協定が5月!日 付 けで新規加 盟10ヵ国に も適用 される
ことで合意 し,議 案書に調印 した。
これにより,バ ル ト海 に面 し,リ トアニァ とポー ラン ドに挟 まれた ロシアの飛 び地,カ リーニ
ングラー ドとEU加 盟 国間の商品の通過の問題,関 連 として,隣 接国がカリーニングラー ドに適
用 して きた優遇税 の損失に伴 う補償 の問題,バ ル ト三国居住 のロシア人の扱いについて,欧 州委
員会のプローディ委員長が4月 にモス クワを訪れ,ロ シァの当局 と詰めの交渉 を行った。カ リー
ニングラー ドはこれまでポー ランド,リ トァニア とビザなしの人々の往来で生活 圏が成立 してき
てい る。
皿一3動 き出した共通安全保障 ・防衛政策
EUの外交 ・安全保障問題 は,マ ース トリヒ ト条約で初めて共通政策 として採択 され,97年調
印のアムステルダム条約でペ ータースベ ルクの任務 が正式 に共通政策に盛 り込 まれた。98年の
バ ルカンでの コソボ紛争に直面 した後,イ ギ リスのブレア首相が政策転換 し,フ ラ ンスの シラク
大統領 との会談で兵力5～6万 人の緊急対応部隊(rapidreactionforce)の創設で合意 した。 これを
受けて99年12月のヘル シンキのEU首 脳会議 はEUの 自律的能力 を発展 させ る緊急対応部隊の
創設 を決定 した。
01年9・11米同時多発 テ ロの時 とは異 な り,03年3月の米英 のイ ラク攻撃 で は,米 欧の亀
裂,EU内 部の対立に発展 し,欧 州のそ してEUの 共通外交 ・安全保障政策の発動 は不発 に終 っ
た。91年に始 まる旧ユー ゴ紛争 を契機 に高 まった欧州安全保障 ・防衛 のアイデ ンテ ィティの概
念は93年発効のマ0ス トリヒ ト条約の共通政策で具現化 されたが,ポ ーラ ンド,チ ェコな ど旧
東欧諸 国のNATO加盟,EU加 盟志 向の中で流動的 とな り,欧 州 の安全保 障 は多様化 した。02
年5月,ロ ーマのNATO首脳会議iでNATO・ロシア理事会 の設立が決 まったことでNATOの更
なる東方拡大へ の道が 開かれた。02年11月のプラハのNATO首脳会議 で,ブ ル ガリア,ル ー
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マニ ア,ス ロヴェニア,ス ロヴ ァキア,バ ル ト3国 のNATO加盟が承認 された。 これに よ り,
アメリカが主導する欧州の安全保障の枠組が東西両 ヨー ロッパにまたが って構築 され,欧 州独 自
の安全保障 ・防衛 を模索す るEU構 想 と重 なることになった。米英の イラク攻撃時に,EU加 盟
直前の中 ・東欧諸 国が,国 連査察の強化 を求めた仏独 と対立 したのはこれに起因 している。
湾岸戦争,イ ラク戦争では,軍 事能力面ではハイテク兵器,長 距離輸送機 などアメリカの軍事
能力の圧倒的優 位 さを見せつける機会 とな り,結 果 として欧州の防衛 能力の劣 勢 は歴然 となっ
た。03年6月のパ リ航空シ ョー開催時 に,欧 州宇宙機i関(ESA)が,ヨー ロッパの全地球測位 シ
ステム 「ガリレオ計画(22)」について,第 一段階が6月 か ら始動す る と発表,ま た,欧 州最大の
航空防衛産業で仏独 スペ イ ンの合併事業であるEADSがイギ リス政府か ら軍事 通信 衛星 シス テ
ム 「スカイネッ ト5」を受注 した と発表 された。欧州 防衛能力の強化 に関連 した事例である。
こうした情勢 の下で,EUの 共通外交 ・安全保障政策の新展 開を概 観する と,先 ず,03年4月
のアテネのEU首 脳会議が,イ ラクの戦後複興で,イ ラク国民のための 自治政府設立のプロセス
で国連が中心的役割を果すべ きであ るとの議長声 明を発表 した。国連 のアナ ン事務総長が参加 し
た この首脳会議では,EUが イラクの政治的,経 済的再建 に大 きな役割 を果 たす とい う公約 を再
確 認 し,イ ラク攻撃をめ ぐって激 しく対立 した欧州 はこれによって亀裂修復の第一歩を踏み出す
形 となった。
同年6月 のギ リシャのテ ッサロニキの首脳会議 は,ソ ラナ共通外交 ・安全保 障担当上級代表が
提 出 したEUの 「外交 ・安全保障戦略」 に関する勧 告書 を歓迎する一一方で,NATOとの協力 につ
いて,EUの 作戦能力 を高め,危 機管理 にあた りEUとNATOの 間に戦略的パー トナーシ ップの
枠組 を設けた 「ベル リン ・プラス」 を歓迎する議長声明を発表 した。
また,テ ッサロニキの首脳会議 は,限 定 されて はいるが,EUが ペー タースベル クの任務の全
局面 に亘って今や作戦能力 を持 つ と言 明,欧 州安全保障 ・防衛政策による三つの作戦活動 を立ち
上 げたことを確認 した。 これは,(1)03年1月,EU文民警察部隊がボスニア ・ヘル ツェゴヴィ
ナで展 開 して いた国連 国際警 察 タス クフォースか ら平和 維持活動 を引 き継 い だ,(2)03年3
月,マ ケ ドニア駐留NATO軍 を引 き継 ぐ形で,EU部 隊が初めて危機管理活動 を開始 した,(3)
03年6月,国 連安全保 障理事会の決議 に基づいて,民 兵に よる住民 の虐殺が起 きたア フリカの
コンゴ(首都はキンシャサ)に 平和維持部隊が派遣 されたケースである。兵員1800人で編 成 され
たEU部 隊 は,初 の 自律 的な軍事作 戦活 動 を展 開 し,同 年9月 に国連 コンゴ監視 団に引 き継 い
だ。EUは2000年6月の フェイラ首脳会議で,5000人規模の文民警察部隊 を03年までに創設す
ることを決めていた。 こうして小規模 なが らNATOが関与 しない場合 に限 りなが らも,EU独 自
の人道支援,治 安維持の活動が開始 された。今後 どう展 開するか注 目点であろ う。
一 方で,欧 州憲 法草案 は,(i)防 衛庁 の創 設,(ii)侵略 を受 け た加 盟 国 に対 す る支援,
(iii)安全保 障 ・防衛 につ い ての先行 統合 な どの新 らしい構想 を盛 り込ん だ。 こう した背 景
で,03年4月,仏 独 白,ル クセ ンブルクが常設の軍司令部創設の構想 を公表 した。 こう して,
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ヨーロ ッパは,欧 州安全保障 ・防衛 のアイデ ンテ ィテ ィの構想の段 階か ら,自 律 的な危機管理活
動 を立 ち上げ,更 に,具 体的な安全保障 ・防衛指針 を提示するようになる。
常設 の軍司令部構 想 につい て は,戦 後大 西洋 同盟 を主 導 して きた アメ リカが,03年10月
NATO大使級理事会で不快感 を表明,ア メ リカのバー ンズ大使 は,「大西洋同盟 にとって最大の
脅威の一つに劣 らぬ脅威」 と批判 した(23)。
しか し,テ ッサロニキ首脳 会議後,欧 州の安全保障 ・防衛構想 は更に進展す る。03年11月27
日,英 仏独3ヵ 国首脳が欧州防衛の新た な枠組作 りで合意 し,EU独 自の作戦司令の機能 を創設
す ることとし,同 年12月のブ リュ ッセルの首脳会議が この創設 に合 意 した。 これにつ いて,そ
の重要性 はNATOか らの自立 を表 明 したことにあ り,こ の司令機能(cell)は小規模 ではあ るが
将来 は欧州の本格的 な軍事作戦 と司令 部 に発展す る芽 と見 なす こ とが で き,NATOとの コ ンビ
で現代 の脅威 に対処す るための圧倒的な力になると断言できる(24)とい う評価 も出た。EUの 安全
保障 ・防衛対策 は新 らたな段 階に入ったのである。
これ まで,仏 独 が独 自の常設の司令部創設 を提案 したの に対 し,イ ギ リスはNATO本部構 内
に司令室の設置 を提案 していた ことか らして仏独両 国とイギリスの溝 は埋 まらない もの とみ られ
ていた。今回の3ヵ 国首脳会談はブレア首相がイニシアティブを取 る一方で仏独 に歩み寄 って合
意 した もの といえるが,欧 州の安全保障 ・防衛問題で イギ リスが イニ シアテ ィブを取 り合意 した
のは,緊 急対応部隊創設 に関する1998年のサ ンマ ロの英仏首脳 の合 意に次 いで2回 目であ る。
イギ リスが フラ ンス,ド イツと提携する3ヵ 国協調 は今後 も安全保 障の問題で継続が予想 される
が,加 盟25力国 とい うEU拡 大 圏を牽引する面で仏独 機軸の二輪駆動が安全保障面で とはいえ
三輪駆動 になったことは新時代の対応策 として注 目で きる。
このブ リュッセルの首脳会議は,更 に,「欧州安全保障戦略」 を正式 に採択 した(25)。世界 は今
日,テ ロ,紛 争 とい うグローバルな脅威 と挑戦 に直面 しこれにどう対応 できるかが大 きな課題に
なっている。この文書は,人 口4億5千 万の加 盟25ヵ国のEUを グローバル ・プ レイヤー とし
て位置づ け,地 球の安全保 障に責任 を担 う用意があ ると認識 した上で,21世紀 に伍 してい く次
の様 な戦略 を樹立 した。
(1)EU加盟国に対する大規模な侵略は今 日で は有 り得 ない。欧州が直面 しているのは,テ ロ,
大量破壊兵器 の拡散,地 域紛争,国 家 の破綻,組 織犯罪 の新たな脅威 である。
(2)脅威 の対応策 として,(i)欧 州逮捕状の導入,ア メ リカ との司法協力 といった措置,(ii)
核拡散防止のため国際原子力機 関の強化 といった多 国間取 り決 めの強化,(iii)バルカ ン,ア
フガニス タン,コ ンゴ(キンシャサ)の3国 に対 し,正 統 な統 治の復 活 と民主主義 の育成 につ
いて支援する
(3)よく統治 された国の輪 を,EUの 東側 と地 中海 に面 した国々に拡大 してい く。 アラブとイス
ラエルの紛争解決は,EUに とって戦略的な優先事項である。
(4)EUの安全保障 と繁栄は,効 果的な多 国間 システムに益 々依存 している。国際関係の基本 的
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枠組みは,国 際連合憲章であ り,国 際連合の強化 が欧州の優先事項である。
(5)EUは国際平和 と安全保障 に対す る脅威 には国連 を支持 して対応 している。危機管理 など戦
略的 目標の遂行 のためには,政 治,外 交,軍 事行動 など持 てる手段 を行使す る。
また欧州安全保 障戦略 は,現 代の脅威 は共通 の脅威 であ り単独のカ だけでは対応 で きない と
し,北 大西洋同盟 と共に行動す るな らEUと アメリカは世界 のために圧倒的な力 になる とグロー
バ ル戦略に位置づ けている。03年12月のブ リュッセル首脳会議 は,「欧州防衛一NATO/EU協
議i,立案作 成 ・作戦行動」 と題する文書 を採択 し,(1)指針 に従 ってNATOの アセ ッ トと能力
に依存 したEU作 戦の準備 の改善,(2)目的に適い,原 則 に従 った文民 ・軍事 部門 を持つ機能
(小規模の司令室)の設立 に向けて必要な措 置を立案する よう,ソ ラナ外交 ・安全保障担 当上級代
表 に要請 した。
NATOとEUの関係 については,98年の コソボ紛争の余韻が覚 めや らぬ同年10月のサ ンマロ
の英仏首脳会 談で 「EU独自の防衛構想」で合意 した後,99年12月のヘ ルシンキ首脳会 談で,
NATO全体 としての関与が ない場合 に,EU主 導の軍事活動 を行 う自律的能力 を発展 させ る こと
で合意 した。 この間,NATOはすでに99年4月 の ワシン トン首脳 会議で,NATOが全体 として
関与 しない場合,EUが 独 自の 自立 した行動 をとる能力 を持つ ことを認めている。
EUとNATOの協力 について,包 括的な枠組みが03年3月17日,双 方の事務総長(EUはソラ
ナ上級代表)の 間で結 ばれたが,こ の枠組は主 として以下の点に関わっている(26)。
(1)この枠 組 み は,1999年の ワ シ ン トンのNATO首脳 会 議,2000年の ニ ー ス のEU首 脳 会
議,02年12月のEU-NATO共同宣言 に基づいて構築 された。
(2)この枠組 は,真 の戦略的パー トナー シップで,効 果的な危機管理 に関す るものである。双方
は危機の際 に効果的で敏速な意思決定 に対応す る相互危機管理取 り決めに合意 した。
(3)危機 に よって,EUがNATOの ア セ ッ トと能力 を利 用 して作 戦 活 動 を行 う場 合,EUと
NAToは,(i)EuのNATo計画へ の ア クセス,(ii)NATo欧州 連 合 軍最 高 司令 部 の選
択,(iii)NATOのアセ ッ トと能力の使用 という,い わゆるベル リン ・プラス取決め を利用す
る。
(4)EUとNATOの関係は,EUが 初めて主導 したマケ ドニ アでの軍事作戦 で機能す ることが証
明された。EUは この活動で,NATOのアセ ットと能力 を活用 し,EU作 戦司令官 は欧州連合
軍最高副司令官だった。
(5)2回目のEU主 導の軍事活動であ るコンゴ作 戦はEUの 自律 的活動 であったが,NATOとは
活動開始前 と期 間中,定 期的 に連絡が保たれた。 この包括的枠組の視点か ら見 ると,EUは03
年 に,マ ケ ドニアではNATOの能力 を使用 して,危 機管理 に関する初の軍事活動 を開始す る
一方 で,コ ンゴで は独 自の軍事作戦に携 わ り,自律 的な危 機管理の遂行 に踏み切 った。つ ま
り,EUは,危 機管理,平 和維持活動な どの安全保 障 ・防衛 の任務 は,NATOと協調す る一方
で独 自の軍動作戦行動 も展開 し始 め,一 つの節 目を迎 えた。
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04年3月11日のマ ドリー ドの連続列車爆破 テ ロ事件 を契機 に,テ ロ許す ま じの連帯 の輪 が
ヨー ロッパ全土 に広が り,04年3月25日のブリュッセル首脳会議でテロ対策が優先課題 に浮上
した。採択 されたテロ対策宣言は,テ ロ対策調整官 を理事会事務総局 に新設することを決めたの
をは じめ,テ ロな ど加盟 国に対す る攻撃が発生 した場合,他 の加盟 国は軍事力を含 めてあ らゆる
手段 で連帯 して支援する と述べ ている。 この連帯支援 は,草 案の段階の欧州憲法条項 を先 き取 り
す る形 となっているが,マ ドリー ドの列車爆破 テロ事件 で,EUは,安 全保 障,司 法 の分野 で
待 ったなしの対応 を迫 られたのである。
お わ り に
04年5月,中 ・東 欧 な ど10ヵ国が新 規 に加 盟 しEUは 加盟25ヵ 国の拡 大 圏へ発 展 した。
中 ・東欧諸国は今回のEU加 盟でヨーロ ッパへ回帰 した といえるが,統 合によって東西 ヨーロ ッ
パの統一が実現 した とみることもで きよう。すでに90年10月,ド イツは名実 ともに東西両 ドイ
ツが統一 を達成 しているが,新 規EU加 盟 の中 ・東 欧8力 国 はNATO加盟国で もあ り,安 定 と
平和 な地域が ヨー ロッパに拡大 された意味は大 きい。
しか し,一 方で,民 主主義,自 由,機 能する市場経済な どEU加 盟の条件 をク リアした とはい
え,新 規加盟の中 ・東欧諸国 は,急 激な体制転換 と加盟への努力で発生 した,貧 困,失 業の改善
な ど抱 える社会的課題 を解決 していかねばな らない。そ して,新 規 特 に中 ・東欧,バ ル ト諸国
の加盟 国に労働力の移動,農 家 に対 する補償 について移行期間が設け られ,拡 大圏が円滑に機能
す るには時間の推移が待 たれ よう。
この他,新 規加盟の中 ・東欧 バ ル ト諸 国が接す るベ ラルーシ,ウ クライナ,ロ シアなどの国
との間 には ビザ導入な どで新 らしい壁 が築かれ ることにな り,改 めて隣接,周 辺 国 とのパ ー ト
ナー ・協力 関係 の再構築が求め られよう。 この関連でキプロスは加盟 を果 たしたが,加 盟 したの
はギ リシャ系のキプロス共和 国で今後に課題 を残 した。キ プロスの加盟 にあたっては,EUは 南
北 に分断 されているキプロス共和 国と トルコ系住民の北キプロス ・トルコ共和国の統合 を求め,
国連が仲介 し,再 統合案 を示 した。住民投票で,北 側 は受諾 したが,ギ リシャ系のキプロス共和
国は反対75.83%の高率で再統合案 を否決 した。 しか し,紛争 は解決 した とは言えない。
ところで,欧 州統合 は経済の分野ではユーロの創 出で一つの頂点 に達 し,新 規加盟国にエス ト
ニア,チ ェコな どユーロへの参加 を申請す る見通 しも出てい る。その際,ユ ー ロ圏未加盟のEU
加盟 国は,ERMII(為替相場メカニズムH)に参加 し,為 替 レー トが上 下15%の 変動幅で2年 間
安定 を保つ必要がある⑳ 。
ここで,マ ース トリヒ ト条約が設定 したユ ーロ参加の条件 である収敏基準 に触れてお きたい。
財政基準,イ ンフ レ率,長 期金利,為 替相場 の4つ の基準があ るが,こ の うち最 も重要な基準
は,財 政赤 字 はGDP比 で3%以 内,政 府 債務 残高 はGDP比 の60%以 内の財政 の 条件 で あ
る。 この財政赤字の問題 は,ユ ーロ立 ち上 げの際,GDPの3%以 内の財政赤字 を律す る財政安
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定協定(後 に安定成長協定と名称変更)の厳格 な適用 を ドイツが求 めていた。主権 の象 徴で ある自
国の通貨を消滅 させる観点か ら当然の主張 といえる。
手厚 い社会福祉の負担が次第 に経済成長,雇 用創 出のイ ンセ ンティブを削 ぐ作用 をし始めたこ
とか ら両国で は年金,医 療 な どの構造改革に乗 り出す一方 で,景 気の浮揚 が必須の情勢 となっ
た。
このため,ド イツ,フ ランスは04年の予算案 に個 人消費 の刺 激 を狙 った所得税減税 を盛 り込
んだ。 フラ ンスの シラク大統領は,03年7月 のテ レビ演説 で,減 税 による景気対 策 を優 先 し安
定成長協定の適用緩和 を求めた。両国 とも,02年,03年に次いで,04年に3年 連続 して財政赤
字がGDP比 で3%を 上回る見通 しとなった。
このため,両 国は,赤 字容認を強 く求め ることになったが,こ れについてEU財 務相理事会 は
03年11月,両国の立場 を受 け入れ,制 裁 につながる手続 きはとらないこ とを決 めた・ これに対
して,欧 州委員会 は法 の番人の立場か ら,手 続 き停止 は協定違反である と批判 した。 これよ り先
の同年9月,ユ0ロ 参加の可否 を問うスウェーデ ンの国民投 票は反対56%,賛成41.8%でユー
ロ導入 を否決 した。これ は財政赤字 に有効 な手 を打 たないユーロ圏経済 に対す る不信が背景 に
あった とみ られている。
財政赤字の3%の 問題は,ポ ル トガルが01年に4.1%とな り,欧 州委員会か ら改善の是正手
続 きをとるよう勧 告 を受 けたが,仏 独の財政悪化が公表 されてか ら,欧 州委員会 は04年4月,
独仏 に続いて,オ ランダ,ポ ル トガル,ギ リシャ,イ タリアが,04年にGDPに 対する財政赤字
がそれぞれ3.5%,3.4%,3.2%,3.2%となる見通 しであることを明 らか にした。
EUがユ ーロ加盟の条件 を設定 し,財 政の規律の協定 を取 り決めた以上,法 が政治的取 引に使
われ るとすれば法が支配す る存 立の基盤 を揺 るが しかね ない。 これ は欧州委員会の立場 であろ
う。 とはいえ,反 面,厳 格 に適用 した場合,例 えば,01年に財政赤字 が3%を 上 回ったポル ト
ガルはEUか らの強い圧力を受けて公共支出 を削減 し,一 連の会計上の策略を動員 して翌年に赤
字 を3%以 内に戻 したが,そ の後,経 済 は深刻 な景気後退に入 り税収は落ち込み,財 政赤字は
収拾つかな くなった(28)例が挙げ られている。エ コノ ミス トはT殆 ん どのEU加 盟 国(新規10ヵ国
の加盟前一筆者注)は人 口の高齢化 に伴 い年金 と医療 コス トがかさむにつれて財政負担が増大 し,
このままでは問題 は一層深刻 になると指摘す る,一 方で,楽 観的な解釈 として安定成長協定は厳
格 な規則の適用か らもっと弾力的仕組 みへ転換することにあ るのか もしれない と難 しい局面に立
ち至 った点 に言及 している⑳ 。
この問題 について,ル ・モ ン ドは,安 定成長協定には3つ の誤 りがあると指摘 し,第 一の誤 り
として,景 気 とか雇用,成 長 といった経済 の基準 と無 関係 に厳格 な量的規則 で表現 される財政的
規律の戒律 を導入 したことにある として経済政 策の視点の欠落 に触れた(30)。筆者 はユー ロ創 出
前 にパ リ13大学の経済学者か ら,EUに経済政府 を設 け る必要性 を伺 ってい たが,財 政 ・=金融
政策 に力点 を置 く考え方 と経済政策の視角を説 く考 え方 の問題であると思 う。 この分析記事 は,
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税収 の鈍化 は内需 による成長の活性化 を必要 としているが この点が脱落 しているのを2番 目の誤
りにあげている。安定成長協定 の修正の論議 が起 きるとすれば,新 規加盟 国のユ ーロ参加へ の
道,国 際通貨 としての視点 も加味 して欲 しい と考 える。 こうした難点を抱えなが らも,ユ ーロの
価値 は ドル安 との比較で相対的 とはいえ上昇 し,ロ シアが ヨーロ ッパ向けの石油輸 出を ドルか ら
ユ ー ロ建 て に変更 した場合,ド ルの足元 が揺 らぎ始め るか も しれ ない⑳ とい う評価 も出てお
り,ユ ーロ通貨の価値は一応整理 してお く段階 にあるのか もしれ ない。
また,グ ローバル化の影響で ヨーロ ッパ型資本主義が欧州統合の中で どのように対応 している
か もEU拡 大 圏の未来 を展望す る上で欠かせ ない要素の ように思 える。1990年にシェ ンゲ ン協
定(政府間協定)が結 ばれ,域 内の人の 自由な移動,労 働,居 住 に関 して国境 の検 問が漸次廃 止
されていったが,こ の流れは,市 民,労 働者の生活,社 会福祉に配慮 したヨーロッパ型市民社会
のモデルの提示 につなが っていった。 しか し,2000年3月,リスボ ンで開かれたEU首 脳 会議
で,グ ローバル化の影響で失業者が1,500万人を超 え,女 性,高 齢者 の労働市場へ の参入 は不十
分 で,ま た情報通信技術 のIT分野 で技術 の立 ち遅れ,格 差 が拡大 してい る現状 報告 を採 択 し
た。
この反省の上 に立 ち,EUは 欧州全域が グローバ ル化 の時代 に即 した戦略を樹 て直す必要 があ
る として,2010年までに世界で最高の競争力 と活力 を備 えた経済圏にす る,ま た社会的結末 を
強 めて持続可 能 な経済成 長 を可 能 にす るとい うリス ボ ン戦 略 を樹 てた。この戦 略 は,エ ネル
ギー,運 輸,人 材育成,ITとい った幅広い分野での改革 を盛 り込んだ新 時代 に即 した経済,社
会のモデルの改定版 を提示 していた。
3年9ヵ 月後の03年12月,ブ リュッセルの首脳会議 は,リ スボ ン戦略 を推進 する具体策 と言
える 「成長のための欧州 アクシ ョン」 を採択 した。欧州アクシ ョンは,2つ の広範囲 に亘 る分野
であ る,(i)運 輸,通 信,エ ネルギー を含 む 「欧州横 断 ネ ッ トワー クの イ ンフラ(thetrans-
EuropeannetworkinfrastructureTENs)」と(ii)イノヴェー シ ョン(革新),環 境技術 を含 む研 究,
開発 に対する物 的,人 的投資 を行 うとい うもので,25ヵ国拡大圏へ の移行 に伴 う構造改革への
大型投資 を通 じて競争 力 の強化,雇 用 の改善,成 長 力の改 善 を 目指 している。25ヵ国体 制 に
沿 った リスボ ン戦略の行動計画を提示 した。ユーロに次 ぐEUの 新 しい経済戦略である。
インフラと知識分野への主要 な投資計画は,欧 州横 断の運輸,高 速移動通信 ,エ ネルギーネッ
トワークな ど凡 そ54のプロジェク トか ら成る 「ク ィック ・ス ター ト計 画(32)」を中心 に連携 を強
めて実施 し,07年末 まで に 「成長 のための ア クシ ョン」に関す る中 間評価 を行 うことを決 め
た。 この成長のためのアクシ ョンは,リ スボ ン戦略のダイナ ミックな実施計画 を策定 した もので
あるが,そ の背景にはEU全 体 として景気 が停滞 している危機感がある。
欧州経済は2000年に実質成長率3.5%を記録 したが それ以降,ユ ー ロ高な どで低 迷 し,03年
に入 って ようや く部門別で反転上向 く見 通 しが 出たが,04年1月r欧 州委員会 は,市 場統合が
停滞 し,2010年までにEUを 世界で最 も競争力のある知識 に基づ く経済 圏にす るとい うリス ボ
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ン戦略が軌道 に乗 っていない と警告す る報告書を発表 した。プローデ ィ委員長 は,(i)欧 州横
断ネ ッ トワーク,知 識に対す る投 資の改善,(ii)産業競争力 の強化,(iii)能動的な高齢化の促
進の三つを遅れを取 り戻す優先事項であるとした。
こうした危機感は牽引的 な立場 にあ る仏独 な どの首脳 を走 らせf英 仏独 の3首 脳 は,04年2
月18日,ベ ル リンで会談 を開 き,グ ローバ ル化 と人口統計的変化 に適応 で きる経済構造 の構
築,産 業競争力の強化,経 済改革担 当副委員長 を欧州委員会 に新設することな どで合意 し,副 委
員長ポス トの新設を求める書簡 をアイルラ ンドのアハ ー ンEU議 長,プ ローディ欧州委員会委員
長 に送 った。 ブレア首相 は会議後の会見で,イ ラク戦争で対立 した時期 を超えて,ヨ ーロ ッパの
建設で建設的な対話 をしたと強調 した(ル ・モンド)。
欧州統合 は02年にEUの 基本法である欧州憲法の起草に漕 ぎつけ,03年の春,マ ケ ドニアで
初の 自律的な平和維新活動 を展開,ま た欧州安全保障戦略 を採択 し,独 自の安全保 障 ・防衛政策
が実施段 階に入 った。5月1日 には,中 ・東欧,バ ル ト,地 中海か ら10ヵ国が加盟 し,EUは
25ヵ国拡大圏へ進 んだ。加盟候補国 トル コとの交渉 を開始す るか どうか年内 に決 める秒読みが
始 まった。そ して,市 場統合,ユ ーロ創 出 と続 いた経済統合 は,2010年までに世界 で最 も競争
力のある経済 圏にす るという新 らたな戦略 目標 を設定 し,目 標達成 に挑戦 している。
欧州統合 の深化 と拡大が進展 した今 日,グmバ ル化 に対応する リージ ョナル化,リ ージ ョナ
ル化の グローバル化発信,ア ジア経済圏へ の示 唆,変 わる世界経済の風景,欧 州共通の憲法制定
の意味,ユ ニラテ ラリズム(1国主義)とマルテ イラテラリズム(多国間主義),市民 ・国家 ・地域
圏の在 り方,現 代 史の中の統合 の意味など,多 岐に亘 るテーマが湧 いて くる。統合に よって東西
ヨーロッパが統一 し,欧 州憲法が制定される機会 を捉 えて,欧 州統合の世界史的な位置 を考える













































(投票率 は,最 低 がハ ンガ リーの45.56%,ポー ラン ドが58.85%,最高 が マル タの91%な
ど と な っ て い る,出 所:http:〃europa.eu.int/comm/enlargementなど)
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